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第一部【企業情報】
 

第１【企業の概況】
 

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期

会計期間

自平成17年

７月１日

至平成17年

12月31日

自平成18年

７月１日

至平成18年

12月31日

自平成19年

７月１日

至平成19年

12月31日

自平成17年

７月１日

至平成18年

６月30日

自平成18年

７月１日

至平成19年

６月30日

売上高（千円） 1,643,658 1,694,556 1,478,398 3,636,933 3,698,177

経常利益又は経常損
失（△）（千円）

△42,422 △133,228 △273,090 18,903 △65,812

中間（当期）純損失
（千円）

301,647 164,772 399,122 250,271 143,767

純資産額（千円） 2,859,066 2,798,605 2,437,615 2,928,203 2,854,448

総資産額（千円） 4,801,772 4,641,072 4,570,193 4,884,985 5,169,248

１株当たり純資産額
（円）

67,545.51 65,356.30 56,900.46 68,414.70 66,629.42

１株当たり中間(当期)
純損失（円）

7,231.84 3,848.11 9,316.57 5,926.68 3,357.11

潜在株式調整後１株
当たり
中間（当期）純利益
（円）

－ － － － －

自己資本比率（％） 59.5 60.3 53.3 59.9 55.2

営業活動による
キャッシュ・フロー
（千円）

29,397 △49,939 8,111 133,252 △51,289

投資活動による
キャッシュ・フロー
（千円）

119,705 113,912 △87,001 6,047 △123,816

財務活動による
キャッシュ・フロー
（千円）

445,270 57,257 △66,056 258,928 420,931

現金及び現金同等物
の中間期末（期末）
残高（千円）

1,415,710 1,356,635 1,331,928 1,214,841 1,478,611

従業員数
（外、平均臨時雇用者
数）（人）

76

(17)

91

(24)

86

(18)

83

(15)

92

(13)
　（注）１．売上高には、消費税等が含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新株予約権等の残高がありますが、中間（当期）純損

失が発生しているため記載しておりません。

３．第21期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号　平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計適用指針第８号　平成17年12月９

日）を適用しております。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第21期中 第22期中 第23期中 第21期 第22期

会計期間

自平成17年

７月１日

至平成17年

12月31日

自平成18年

７月１日

至平成18年

12月31日

自平成19年

７月１日

至平成19年

12月31日

自平成17年

７月１日

至平成18年

６月30日

自平成18年

７月１日

至平成19年

６月30日

売上高（千円） 1,372,978 1,343,486 1,088,851 3,060,998 2,964,446

経常利益又は経常損
失（△）（千円）

△45,421 △154,767 △263,095 81,362 △91,864

中間（当期）純損失
（千円）

280,455 354,089 565,048 192,937 300,956

資本金（千円） 2,035,378 2,041,528 2,041,778 2,041,278 2,041,778

発行済株式総数
（株）

42,328 42,820 42,840 42,800 42,840

純資産額（千円） 2,882,347 2,632,683 2,122,656 2,983,245 2,696,330

総資産額（千円） 4,750,499 4,370,169 4,176,881 4,815,439 4,840,592

１株当たり純資産額
（円）

68,095.52 61,481.41 49,548.47 69,700.74 62,938.52

１株当たり中間(当期)
純損失（円）

6,723.78 8,269.45 13,189.73 4,568.94 7,027.66

潜在株式調整後１株
当たり中間（当期）
純利益（円）

－ － － － －

１株当たり配当額
（円）

－ － － － －

自己資本比率（％） 60.6 60.2 50.8 62.0 55.7

従業員数
（外、平均臨時雇用者
数）（人）

67

(16)

81

(20)

77

(14)

73

(14)

82

(９)
　（注）１．売上高には、消費税等が含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益については、新株予約権等の残高がありますが、中間（当期）純損

失が発生しているため記載しておりません。

３．第21期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号　平成17年12月９日）及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計適用指針第８号　平成17年12月９

日）を適用しております。
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２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。

　なお、「３　関係会社の状況」に記載のとおり、試薬開発・製造を事業目的とする会社が、持分法適用関連会社として１社増

加しております。

 

３【関係会社の状況】

　当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の重要な関係会社となりました。

名　称 住　所

資本金

（百万
円）

主要な事業の
内容

議決権
の
所有割
合
（％）

関係内容

（持分法適用関連会
社）
ジェネテイン㈱

東京都千代
田区

75百万円
試薬開発・製
造

　20.0％

(20.0％)

当社グループ
が出資する投
資ファンド 
の投資先
役員の兼任あ
り
営業上の取引

　（注）１．実質的な影響力を持っているため、当中間連結会計期間より持分法適用関連会社としたものであります。

２．「議決権の所有割合」欄の（　）内は、間接所有割合で内数であります。

 

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成19年12月31日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人）

バイオ関連事業 86 (18)

投資事業 －  

合計 86 (18)

　（注）１．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、（　）内に平均

人数を外書で記載しております。

２．投資事業については、前連結会計年度に子会社PSSキャピタル㈱を設立しておりますが、設立間もないため、平成19

年12月31日現在では従業員を採用しておりません。

 

(2）提出会社の状況

 平成19年12月31日現在

従業員数（人） 77 (14)

　（注）　従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員を含む。）は、（　）内に平均人

数を外書で記載しております。

 

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係については良好であり、特記すべき事項はありません。
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第２【事業の状況】
 

１【業績等の概要】

(1）業績

 

前中間連結会計
期間

当中間連結会計
期間

対前年
同期
増減率

参考
前連結会計年度

金額 百分比 金額 百分比 金額 百分比

 百万円 ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％

売上高 1,694 100.0 1,478 100.0 △12.8 3,698 100.0

売上総利益 701 41.4 607 41.1 △13.4 1,571 42.5

営業損失 128 △7.6 210 △14.3 － 57 △1.6

経常損失 133 △7.9 273 △18.5 － 65 △1.8

中間純損失又は
当期純損失

164 △9.7 399 △27.0 － 143 △3.9

 

当社グループのバイオ関連事業は、遺伝子やタンパク質に関する解析や診断に利用される自動化機器の製造販売、それらの機

器に利用される試薬やプラスチック類などの消耗品の製造販売を行っております。また、当社グループのバイオ関連事業の拡大

を目的として、当社技術と提携可能なバイオベンチャー企業を投資領域とした投資事業も営んでおります。

主力製品は、血液や組織細胞などから遺伝子やタンパク質を抽出・精製するための自動化装置であり、当社の特許技術を利用

したオリジナル製品群であります。これら製品は、大手企業向けのOEM販売（相手先ブランドによる販売）を中心に展開していま

す。主たるOEM先は、ロシュグループ、キアゲングループ、三菱化学メディエンスグループなどで、ワールドワイドに合計９社に対

しOEM製品供給を行っております。

また、近年はOEMばかりではなく、営業強化し自社ブランドによる販売展開にも注力しております。

 

当中間連結会計期間において、海外の特定得意先への輸出取引に対する売上計上基準について、船積基準から着荷基準に変更

いたしました。従来は、海外の特定得意先との取引慣行により、船積みをもって売上計上していたものですが、所有権移転の時期

につき、より客観性、確実性の高い方法へ変更を行ったものであります。この変更に伴い、従来と同一の基準によった場合と比較

し、売上高は117百万円減少いたしました。

また、一部のOEM先向けのDNA自動抽出装置につき、アップグレードが予定されていることから、現在販売中の旧タイプ装置の出

荷が予想以上に低迷いたしました。いずれも当中間連結会計期間に関する一時的な要因と考えますが、これらのことを主要因と

して、売上高は1,478百万円（前年同期比12.8％減）となりました。

売上総利益は、減収による影響から607百万円（前年同期比13.4％減）となりました。

一方、販売費及び一般管理費は、前年同期より若干減少の817百万円（前年同期比1.4％減）となり、その結果、営業損失210百万

円となりました。

営業外損益においては、近年、OEM先だけに頼るのではなく、自社ブランドによる各種製品の展開を図ってきましたが、そのため

に投資した在庫製品の内、長期化しているものに関し相応の評価減を行い、製品評価損47百万円を計上いたしました。その他、支

払利息や為替差損の影響もあり、経常損失は273百万円となりました。

特別損益においては、開発・製造設備などの固定資産の一部につき、その稼動状況を勘案し、減損損失73百万円を計上した他、

現時点において販売見通しのない一部の製品については、備忘価額までの評価減を行い、製品評価損25百万円を計上いたしまし

た。これらの影響から、中間純損失399百万円となりました。
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取引先別の販売状況は、下表のとおりであります。

 

前中間連結会計
期間

当中間連結会計
期間

対前年
同期
増減率

参考
前連結会計年度

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％

ロシュグループ 806 47.6 523 35.4 △35.1 1,653 44.7

キアゲングルー
プ

441 26.1 398 26.9 △9.8 1,022 27.7

三菱化学メディ
エンスグループ

135 8.0 248 16.8 83.7 251 6.8

その他 311 18.3 308 20.9 △1.1 770 20.8

合計 1,694 100.0 1,478 100.0 △12.8 3,698100.0

 

ロシュグループとの取引においては、売上計上基準の変更による影響があった他、ロシュグループ、キアゲングループともに、

機種のバージョンアップが予定されており、現在販売中の旧タイプ装置の出荷が低調に推移したことから、前年同期比で減収と

なりました。装置使用に伴い消費されるスペアパーツやプラスチック消耗品に関しては、順調な出荷を続けております。

三菱化学メディエンスグループに関しましては、予想どおりの順調な販売増加となりました。

その他に関しましては、米国OEM先への販売や自社販売であり、ほぼ前年同期並みの結果となりました。

 

事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

なお、事業の種類別セグメント情報は、前連結会計年度（下半期）より記載しているため、前年同期比については記載しており

ません。

①バイオ関連事業

当中間連結会計期間のバイオ関連事業は、売上高1,465百万円、営業損失137百万円となりました。

製品区分別の売上高は、下表のとおりであります。

 

前中間連結会計
期間

当中間連結会計
期間

対前年
同期
増減率

参考
前連結会計年度

金額 構成比 金額 構成比 金額 構成比

 百万円 ％ 百万円 ％ ％ 百万円 ％

DNA自動抽出装
置等

875 51.9 593 40.5 △32.2 1,805 49.3

その他理化学機
器

108 6.4 99 6.8 △7.6 293 8.0

その他製品 190 11.3 214 14.6 12.2 401 10.9

商品
(プラスチック消
耗品)

512 30.4 558 38.1 9.0 1,165 31.8

合計 1,686 100.0 1,465 100.0 △13.1 3,665 100.0

 

（ａ）DNA自動抽出装置等

当区分は、当社の特許技術を利用した自動化装置の区分であり、ロシュグループやキアゲングループに供給しているDNA自動抽

出装置、三菱化学メディエンスグループに供給している免疫化学発光測定装置の他、当中間連結会計期間より、自社ブランドによ

るタンパク質自動精製装置「Purelumn（ピュアラム）」が加わりました。なお、同装置については、GEヘルスケア バイオサイエ

ンス㈱に対し、国内の独占販売契約を結んでおります。

当中間連結会計期間は、売上計上基準の変更に伴う影響と、一部のOEM先について、新機種との入れ替え時期が迫っていること

から、現在販売中の旧タイプの出荷が低調に推移している影響を受け、売上高593百万円（前年同期比32.2％減）となりました。

四半期毎の販売推移は、下表のとおりであります。販売単価は機種により価格帯が異なるため、その影響から変動しているもの
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であります。また、例年、夏場を含む第１四半期は、出荷が低調となる傾向があります。

   　（単位：台、
千円）

 平成18年６月期 平成19年６月期 当中間連結会計
期間

 第１四
半期

第2四半
期

第 3四
半期

第 4四
半期

第１四
半期

第 2四
半期

第 3四
半期

第 4四
半期

第１四
半期

第 2四
半期

販
売
台
数

189 359 275 258 190 231 191 258 113 220

販
売
金
額

376,358 653,827 558,781 531,153 389,197 486,681 421,369 507,934 210,315 383,145

販
売
単
価

1,991 1,821 2,031 2,058 2,048 2,106 2,206 1,968 1,861 1,741

 

（ｂ）その他理化学機器

当区分は、研究施設や検査センターなどで利用される特注自動化装置、各省庁やその外郭団体などからの受託研究開発事業な

どの区分であります。

当中間連結会計期間は、売上高99百万円（前年同期比7.6％減）となりました。当区分の売上高は、特注システム等の受注動向

により大きく変動いたします。

 

（ｃ）その他製品

当区分は、装置メンテナンスやスペアパーツ（交換部品）販売、自社販売のDNA自動抽出装置に使用される遺伝子やタンパク質

の抽出・精製用の試薬、ソフトウェア開発などの区分であります。

当中間連結会計期間は、売上高214百万円（前年同期比12.2％増）となりました。当区分の売上高は、装置の累計出荷台数に応

じて販売拡大が見込める性質があるため、順調な伸長が期待できるものと考えております。

 

（ｄ）商品（プラスチック消耗品）

当区分は、装置の使用に伴い消費されるティップやカートリッジなど、当社装置に関する専用プラスチック消耗品の区分であ

ります。

当中間連結会計期間は、売上高558百万円（前年同期比9.0％増）となりました。当区分の売上高は、装置の累計出荷台数に応じ

て販売拡大が見込める性質があるため、順調な伸長が期待できるものと考えております。

 

②投資事業

当中間連結会計期間の投資事業は、PSSキャピタル㈱が運営するファンドであるバイオコンテンツ投資事業有限責任組合から

のファンド管理報酬により、売上高12百万円、営業利益５百万円となりました。

平成19年２月に、中小企業基盤整備機構からファンドへの出資を獲得したことから、管理報酬が増加しております。なお、これ

までの投資活動実績は、下表のとおりであります。

 

投資先（社名） 投資時期 投資金額（千円）

ジェネテイン㈱ 平成19年５月 60,000

平成19年９月（追加投資） 60,000

㈱ハプロファーマ 平成19年８月 30,030

合　　計 150,030

 

ジェネテイン㈱は、富山に本拠地を置く試薬メーカーである㈱ニッポンジーンとのコラボレーションによる新設会社で、当社

の自動化技術と㈱ニッポンジーンの試薬開発ノウハウを融合し、新規な検査システムの開発を目指しています。また、当社が販売

している試薬の受託製造も行っています。
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㈱ハプロファーマは、独自のゲノム解析技術を有しており、臨床サンプル数が少なくても、確実に遺伝体質に結びつく特定の遺

伝子を探索できる技術であります。現在、大手製薬メーカーの医薬品開発の効率化を切り口として、販売活動を展開しています。

今後、当社の自動化技術との融合を目指していきたいと考えています。また、同社は、内閣府・沖縄県主宰のバイオベンチャー支

援制度を受け、沖縄県在住の健康長寿者と生活習慣病予備軍を対象に、多くの臨床情報を集めている「バイオバンク沖縄」事業

も行っていますので、当社の技術を利用した肥満遺伝子検査などへの展開を図っていきたいと考えております。

 

(2）所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

（ａ）日本

主力製品であるDNA自動抽出装置のうち、三菱化学メディエンスグループ向けOEM製品である小型免疫化学発光測定装置

「PATHFAST」が前年同期に比べ好調に推移したこと等により売上高445百万円（前年同期比9.3％増）となりました。営業費用は

1,209百万円（前年同期比17.6％減）となった結果、営業損失107百万円（前年同期は営業損失116百万円）となりました。

 

（ｂ）米国

自社販売拡大に取り組んだ結果、売上高は125百万円（前年同期比38.2％増）と大幅な増収を確保いたしました。一方で、新規

OEM先への対応や内部管理を充実させたため諸経費の増加などがあり、営業費用205百万円（前年同期比30.9％増）を計上したた

め、営業損失79百万円（前年同期は営業損失65百万円）となりました。

 

（ｃ）ドイツ

海外の特定得意先への輸出取引に対する売上計上基準について、船積基準から着荷基準に変更したことや、一部のOEM先向けの

DNA自動抽出装置につき、アップグレードが予定されていることから、現在販売中の旧タイプ装置の出荷が予想以上に低迷したた

め、売上高907百万円（前年同期比24.1％減）となりました。営業費用864百万円（前年同期比22.7％減）を計上し、営業利益49百

万円（前年同期比38.5％減）となりました。

 

(3）キャッシュ・フロー

当中間連結会計期間末における現金及び預金同等物（以下「資金」という。）の残高は1,331百万円となり、前連結会計年度末

の1,478百万円に比べ146百万円の減少となりました。

（ａ）営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間純損失377百万円の発生による資金の減少がありましたが、減価償却費125百万円、減損損失73百万円、売上債

権の減少84百万円、たな卸資産の減少85百万円等による資金の増加があり、営業活動によるキャッシュ・フローとしては8百万円

の増加（前年同期は49百万円の減少）となりました。

 

（ｂ）投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出170百万円、投資有価証券の取得（バイオコンテンツ投資事業有限責任組合への出資）による

支出50百万円等による資金の減少がありましたが、定期預金の減少（払戻と預入れの差額）121百万円、投資有価証券の売却によ

る収入10百万円等による資金の増加があり、投資活動によるキャッシュ・フローとしては87百万円の減少（前年同期は113百万

円の増加）となりました。

 

（ｃ）財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入100百万円による資金の増加に対し、長期借入金の返済による支出166百万円による資金の減少があり、

財務活動によるキャッシュ・フローとしては66百万円の減少（前年同期は57百万円の増加）となりました。
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２【生産、受注及び販売の状況】

(1）生産実績

　当中間連結会計期間における生産実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

区分 生産高（千円） 前年同期比（％）

DNA自動抽出装置等 356,070 △34.4

その他理化学機器 63,336 △46.6

その他 166,290 20.6

合計 585,697 △26.7

　（注）１．上記金額は当中間連結会計期間の製品製造原価によっております。

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

３．上記の他、プラスチック消耗品にかかる商品仕入高として 368,749千円（前年同期比14.3％増）があります。

 

(2）受注状況

　当中間連結会計期間における受注状況は、以下のとおりであります。当社グループの主力製品であるDNA自動抽出装置

等は、OEM製品を中心とした受注生産を基本としております。ロシュグループやキアゲングループ等のOEM先との間では、

３ヶ月前までには確定発注を頂戴する約束となっていることから、下記に示す受注状況の受注残高は、概ね３～４ヶ月

分程度となっております。

区分
受注高（千
円）

前年同期比
（％）

受注残高（千
円）

前年同期比
（％）

 
DNA自動抽出装置
等

586,883 △12.9 500,915 △0.9

製品 その他理化学機器 53,373 △25.5 71,640 △72.7

 その他 214,154 12.2 － －

商品
プラスチック消耗
品

558,260 9.0 － －

合計 1,412,671 △2.5 572,555 △25.5

　（注）　上記金額には、消費税等は含まれておりません。

 

(3）販売実績

　当中間連結会計期間における販売実績を製品区分別に示すと、次のとおりであります。

区分 販売高（千円） 前年同期比（％）

 DNA自動抽出装置等 593,460 △32.2

製品 その他理化学機器 99,933 △7.6

 その他 214,154 12.2

商品 プラスチック消耗品 558,260 9.0
その
他

その他の営業収入 12,591 60.1

合計 1,478,398 △12.8

　（注）１．上記金額には、消費税等は含まれておりません。

２．主な相手先別の販売実績及びそれぞれの総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

販売高（千
円）

割合（％）
販売高（千
円）

割合（％）

Roche Diagnostics GmbH 728,159 43.0 454,308 30.7

Qiagen Instruments AG 332,138 19.6 284,151 19.2

㈱三菱化学ヤトロン 135,282 8.0 229,010 15.5
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３【対処すべき課題】

　当中間連結会計期間において当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

（株式会社の支配に関する基本方針）

当社は、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的とした当社株式の大量買付行為に関する対応策

（以下、「本プラン」という。）の導入、ならびに本プランに基づき買収防衛のための新株予約権無償割当てに関する事項の

決定を行うことについて、平成18年9月23日開催の定時株主総会にて株主の皆様にご承認をいただいております。

 

(1)基本方針の内容

21世紀のキーテクノロジーとして期待されるバイオテクノロジーは、生命科学及び保健医療科学の進歩促進をはじめ、高齢化

社会問題、環境・食料問題、エネルギー問題など、様々な問題の解決に重要な役割を果たすものです。当社グループは、「バイオ産

業のトータル・システム・インテグレータとして、人類の健康と幸福に貢献していく」ことを企業理念にかかげ、世界のバイオ

産業の発展に寄与することを通じて、自らも中長期的な発展・成長を実現し、株主、取引先、従業員等のステークホルダーに貢献

していきたいと考えております。

当社グループの特許技術である「マグトレーション・テクノロジー」を利用したDNA自動抽出装置等につきましては、現在、複

数の会社とOEM契約を締結し、ワールドワイドに製品供給を行っております。遺伝子・プロテオーム解析関連業界は未だ黎明期と

もいえる環境下、この装置に関する需要はまだ発生したばかりであり、今後もさらなる市場拡大が期待できるものと考えており、

当社グループとしては、欧米子会社を有効活用した事業展開を核に、DNA抽出・精製装置としてのグローバル・スタンダードの獲

得を目指してまいります。さらに、DNA自動抽出装置のみならず、研究開発活動をより強化し、全自動DNA解析装置、SNPsやプロテ

オーム解析装置、試薬開発等も行い、中長期的には遺伝子関連業界における総合的なインフラ提供企業へと発展していく方針で

あります。

当社は、上記基本方針に基づく取組みにより、現在、当社製品は、DNA抽出・精製分野では、グローバル・スタンダードの技術に

なりつつあるものと考えております。当社グループは、現在遂行中の研究開発活動を継続・加速することで、また新たな分野にお

いても、日本発のグローバル・ニッチ・スタンダードを獲得してまいりたいと考えております。

上記のような事業戦略により、当社及び当社グループの事業基盤の構築・維持、そして持続的な発展が実現し、ひいては企業価

値・株主共同の利益の確保・向上に資するものと考えております。

 

また当社は、当社株式の大量取得を目的とする買付が行われる場合において、それに応じるか否かは、最終的には株主の皆様の

判断にゆだねられるべきものと考えておりますが、当社の企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資さない当社株式の大量買

付行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適当ではないと考えています。

 

(2)不適切な支配の防止のための取組み

①基本方針の実現に資する特別な取組み

基本方針の実現のために、当社が具体的に取り組んでいる内容は、以下のとおりであります。

（ａ）DNA自動抽出装置等の品揃え

当社グループの製品をDNA自動抽出装置分野におけるスタンダード製品とするために、遺伝子研究の現場における多種多様な

ニーズに応えていく必要があると考えております。特にその品揃えは重要であり、既にOEM機種も含めて、20機種を超えておりま

す。

 

（ｂ）OEM供給による大量販売戦略

当社グループの製品をワールドワイドに素早く浸透させるためには、大手企業へのOEM供給が非常に効果的であると考えてお

ります。当社グループは、複数企業とのオープンアライアンスを基本方針としており、OEM先に関しては、ロシュグループ、キアゲ

ングループ、三菱化学メディエンスグループなど計９社、特許技術のロイヤリティー契約先１社の計10社（平成19年12月末現

在）と契約を結んでおります。こういったOEM供給を通じて、DNA自動抽出装置等は、累計4,500台以上の出荷台数となり、現在も事

業拡大中であります。
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（ｃ）研究開発活動の強化

DNA自動抽出装置等に関する品揃え強化とともに、全自動DNA解析装置の実現に向けて、資金面及び人員面において研究開発活

動を強化しております。遺伝子測定においては、具体的な測定項目（コンテンツ）が重要になってまいります。例えば、具体的な

病気を対象とした遺伝子関連疾患の予防診断や具体的な薬剤を対象としたテーラーメード医療などへの利用が考えられます。こ

ういったコンテンツを保有する大学や研究機関、民間企業などとのコラボレーションを積極的に展開しております。

また、当社グループがDNA自動抽出装置等の世界への販売を一層拡大するには、自社での試薬を提案・供給することが事業戦略

上大変重要な要素となってまいります。消耗品としての試薬ビジネスは大きな利益をもたらす源泉となること、またエンドユー

ザーのニーズにきめ細かく対応していくためには様々な用途に応じた試薬を提案する技術力が当社グループ内に備わっている

必要があるためです。これまでは、DNAやRNAの単純な抽出・精製を目的としたものでしたが、今後の業界需要は、遺伝子発現解析

やSNPs解析に対するサンプルプレップや一貫前処理システム等、具体的な目的と直結した試薬と自動化システムが求められてき

ています。こういった動きに対応するため、国内外の様々な試薬メーカーとの接触を図っており、当社システムに搭載可能な試薬

を集め、製品化に向けたアプリケーション開発を実行しております。

 

（ｄ）グローバル展開のための体制構築

遺伝子・プロテオーム解析関連業界は世界規模での進展が凄まじく、先行している欧米市場に対する事業戦略が重要施策と

なっております。当社グループでは、これら欧米諸国に子会社を設け、それぞれ新規の業務提携・共同研究先の開拓、既存OEM先と

の連携強化、大学・研究機関などへの営業活動等を積極的に行うための体制を構築しております。

 

上記（ａ）から（ｄ）の取組みにより、当社製品は、DNA抽出・精製分野では、グローバル・スタンダードの技術になりつつあ

るものと考えております。当社グループは、現在遂行中の研究開発活動を継続・加速することで、また新たな分野においても、日

本発のグローバル・ニッチ・スタンダードを獲得して参りたいと考えております。

当社は、上記のような事業戦略により、当社及び当社グループの事業基盤の構築・維持、そして持続的な発展が実現し、ひいて

は企業価値・株主共同の利益の確保・向上に資するものと考えております。

 

②基本方針に照らして不適切な者が支配を獲得することを防止するための取組み

本プランは、当社株式の大量買付行為が行われる場合の手続を明確にし、買付者との交渉の機会を確保することにより、適切な

判断をするために必要かつ十分な情報と時間を確保し、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として

おります。

具体的には、当社株券等の20％以上となる株券等の買付又は公開買付けを実施しようとする買付者には、必要な情報を事前に

当社取締役会に提出していただきます。その上で、当社取締役会は特別委員会を設置し、特別委員会は独自に外部専門家等の助言

を得て、買付内容の評価・検討、株主の皆様への情報開示と当社取締役会の提示した代替案の開示、買付者との交渉等を行いま

す。買付者が本プランの手続を遵守しない場合や、当社の企業価値・株主共同の利益を毀損する不適切な買付であると特別委員

会が判断した場合は、対抗措置の発動（買付者による権利行使は認められないとの行使条件を付した新株予約権無償割当ての実

施）を取締役会に勧告します。当社取締役会は、特別委員会の勧告を最大限尊重し、本プランに基づき、新株予約権無償割当ての

実施又は不実施について決議を行います。

なお、本プランの有効期間は、当社基本方針に従い、その実現のための取組みについて中期的に実行していくことになるため、

平成18年９月23日開催の定時株主総会の終結の時から３年以内に終了する事業年度のうち最終のものに関する定時株主総会の

終結の時までであります。ただし、本プランの有効期間の満了前であっても、取締役会の決議によって本プランを廃止することが

できます。

 

(3)具体的取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由

当社取締役会は、以下の理由から、本プランが基本方針に沿い、当社の企業価値・株主共同の利益を損なうものではなく、かつ

当社経営陣の地位の維持を目的とするものはないと判断しております。

（ａ）株主意思を重視するものであること

本プランは、平成18年9月23日開催の定時株主総会において、株主の皆様のご承認をもって導入されております。

また、本プランの有効期間の満了前であっても、当社取締役会の決議によって本プランを廃止することができます。当社取締役

の任期は１年とされていることから、取締役の選任議案を通じても、１年ごとに株主の皆様の意思が反映されます。

 

（ｂ）買収防衛策に関する指針の要件を充足していること

本プランは、経済産業省及び法務省が平成17年５月27日に発表した企業価値・株主共同の利益の確保又は向上のための買収防

衛策に関する指針の定める三原則（企業価値・株主共同の利益の確保・向上の原則、事前開示・株主意思の原則、必要性・相当

性の原則）を充足しております。
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（ｃ）独立性の高い社外者の判断の重視と情報開示

本プランの発動等の運用に際しての実質的な判断は、独立性の高い社外者のみから構成される特別委員会により行われること

とされています。また、その判断の概要については、株主の皆様に情報開示をすることとされており、当社の企業価値・株主共同

の利益の確保・向上に資するように本プランの透明な運営が行われる仕組みが確保されております。

 

（ｄ）本プラン発動のための合理的な客観的要件の設定

本プランは、予め定められた合理的な客観的要件が充足されなければ、発動されないように設定されており、当社取締役会によ

る恣意的な発動を防止するための仕組みが確保されております。

 

（ｅ）第三者専門家の意見の取得

特別委員会は、当社の費用で、独立した第三者（フィナンシャル・アドバイザー、公認会計士、弁護士、コンサルタント等の専門

家を含む。）の助言を得ることができます。これにより、特別委員会による判断の公正さ、客観性がより強く担保される仕組みが

確保されております。

 

４【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、新たに契約した経営上の重要な契約等はありません。
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５【研究開発活動】

 

当中間連結会計期間の研究開発活動におきましては、研究開発費203百万円（前年同期比17.2％減）を費用計上し、様々な開発

テーマに取組んでまいりました。その中でも主要な開発テーマと現在の状況は、以下のとおりであります。

 

(1)バイオ関連事業

①タンパク質自動精製装置及び試薬の開発

タンパク質市場への本格的な参入となる、自社ブランドによるタンパク質の自動精製装置及びこの装置で使用される試薬

キットの開発に注力いたしました。

この装置は、これまで当社が研究開発を続けてきたオールプロセス・イン・ティップ・テクノロジー（全ての反応工程を使

い捨てのプラスチック消耗品であるティップ（注）内で行うコンセプトによるもの）を実用化し、タンパク質解析で用いられ

るサンプル前処理工程の多検体の短時間処理を可能としたものであります。当社の持つDNA抽出・精製技術とGEヘルスケア バ

イオサイエンス㈱の持つタンパク質分離技術を融合することにより実現されたものであります。既に、「Purelumn（ピュアラ

ム）」の製品名で、昨秋より本格販売が開始されており、国内においては、GEヘルスケア バイオサイエンス㈱と独占販売契約を

締結しています。

　 （注）　Tip（ティップ）とは、液体の吸引突出に利用されるスポイトのようなものであり、液量をコントロールできる唯一の

道具であります（DNAチップなどのChipとは異なります）。この内部に様々な反応素材を封入することにより、あら

ゆる反応をティップ内部で行うことにより、非常にシンプルなシステム構築が可能となります。

 

②BIST（Beads In Straw Tip）の開発

BISTとは、遺伝子検査や免疫検査など、幅広い分野に利用されることを目的として開発を進めている測定デバイスのことであ

ります。オールプロセス・イン・ティップ・テクノロジーのひとつとして、ティップ先端のキャピラリー部に、直径1ｍｍ程度の

反応ビーズを並べて、多項目同時測定を実現させています。

今後、具体的な測定項目を定め、ひとつずつ事業化していく方針であり、まずは、肥満関連のSNPs検査をターゲットとして、肥

満クリニックを持つ某大学との連携を深めております。現在、検査項目のひとつとして取り入れてもらうべくデータ検証を行っ

ており、数ヶ月以内での実用化を目指しています。

 

③バクテリア・キャプチャー・ビーズの開発

試薬開発の一環として、細菌やウィルスを効率よく捕獲する当社独自のビーズ開発を行っています。中容量・大容量のサンプ

ルから、細菌・ウィルスを捕獲し濃縮することにより、高感度の測定系を実現することができます。

当社のDNA自動抽出装置と組み合わせれば、感染症検査の前処理用として非常に有効なシステムになると考えております。現

在、特定の細菌・ウィルスにターゲットを絞り、データ検証を進めている段階であり、数ヶ月以内での事業化を予定しています。

ターゲット顧客としては、臨床検査センターや各地の公衆衛生研究所、保健所などに対して販売展開を図っていく方針でありま

す。

 

(2)投資事業

　 該当事項はありません。
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第３【設備の状況】
 

１【主要な設備の状況】

　当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

２【設備の新設、除却等の計画】

　当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。
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第４【提出会社の状況】
 

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 171,200

計 171,200

 

②【発行済株式】

種類

中間会計期間末

現在発行数（株）

（平成19年12月31
日）

提出日現在発行数
（株）

（平成20年３月28
日）

上場金融商品取
引所名又は登録
認可金融商品取
引業協会名

内容

普通株式 42,840 42,840
大阪証券取引所
（ヘラクレス）

－

計 42,840 42,840 － －

　（注）　「提出日現在発行数」には平成20年３月１日以降提出日までの新株予約権等の権利行使により発行された株式数は含

まれておりません。

 

（２）【新株予約権等の状況】

旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。

平成14年９月21日定時株主総会決議

 

中間会計期間末現在

（平成19年12月31
日）

提出日の前月末現在

（平成20年２月29
日）

新株予約権の数（個） 569 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 569 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
１株当たり　　

229,386
（注２）

同左

新株予約権の行使期間

自　　平成16年11月
1日
至　　平成20年10月
31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円）

発行価格　　　
229,386

資本組入額　　
114,693

（注２）

同左

新株予約権の行使の条件 （注３） 同左
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新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡
するには、当社取
締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

－ －

　（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株予約権の数及び新株予約権の

目的となる株式の数から、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株

式の数を減じております。
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２．平成15年８月29日開催の取締役会決議に基づき、公募増資を実施いたしました。当該新株発行は時価以下で行われ

たため、新株予約権の行使時の払込金額及び新株予約権の権利行使により発行する株式の発行価格は調整されてお

ります。

３．a) 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの

地位にあることを要する。ただし、当該地位喪失の日後、当社取締役会で定める相当な期間内に新株予約権の行

使がなされる場合、権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合ならびに当社取締役会が当該地位喪

失後の新株予約権の行使を認めた場合はこの限りではない。

b) 権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合は、その相続人が、新株予約権者死亡の日後、当社取締役

会で定める相当な期間内に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

c) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

 

平成15年９月27日定時株主総会決議

 

中間会計期間末現在

（平成19年12月31
日）

提出日の前月末現在

（平成20年２月29
日）

新株予約権の数（個） 375 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 375 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
１株当たり　　

424,217
同左

新株予約権の行使期間

自平成17年11月１
日

至平成21年10月31
日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円）

発行価格　　　
424,217

資本組入額　　
212,108

同左

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡
するには、当社取
締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

－ －

　（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株予約権の数及び新株予約権の

目的となる株式の数から、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株

式の数を減じております。

２．a) 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの

地位にあることを要する。ただし、当該地位喪失の日後、当社取締役会で定める相当な期間内に新株予約権の行

使がなされる場合、権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合ならびに当社取締役会が当該地位喪

失後の新株予約権の行使を認めた場合はこの限りではない。

b) 権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合は、その相続人が、新株予約権者死亡の日後、当社取締役

会で定める相当な期間内に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

c) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。
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平成16年９月25日定時株主総会決議

 

中間会計期間末現在

（平成19年12月31
日）

提出日の前月末現在

（平成20年２月29
日）

新株予約権の数（個） 324 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 324 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
１株当たり　　

238,686
同左

新株予約権の行使期間

自平成19年４月１
日

至平成23年３月31
日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円）

発行価格　　　
238,686

資本組入額　　
119,343

同左

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡
するには、当社取
締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

－ －

　（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株予約権の数及び新株予約権の

目的となる株式の数から、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株

式の数を減じております。

２．a) 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの

地位にあることを要する。ただし、当該地位喪失の日後、当社取締役会で定める相当な期間内に新株予約権の行

使がなされる場合、権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合ならびに当社取締役会が当該地位喪

失後の新株予約権の行使を認めた場合はこの限りではない。

b) 権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合は、その相続人が、新株予約権者死亡の日後、当社取締役

会で定める相当な期間内に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

c) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。
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平成17年９月17日定時株主総会決議

 

中間会計期間末現在

（平成19年12月31
日）

提出日の前月末現在

（平成20年２月29
日）

新株予約権の数（個） 417 同左

新株予約権のうち自己新株予約権の数 － －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数（株） 417 同左

新株予約権の行使時の払込金額（円）
１株当たり　　

180,000
同左

新株予約権の行使期間

自平成20年４月１
日

至平成24年３月31
日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する
場合の株式の発行価格及び資本組入額
（円）

発行価格　　180,000
資本組入額　

90,000
同左

新株予約権の行使の条件 （注２） 同左

新株予約権の譲渡に関する事項

新株予約権を譲渡
するには、当社取
締役会の承認を要
する。

同左

代用払込みに関する事項 － －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付
に関する事項

－ －

　（注）１．新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株式の数は、株主総会決議における新株予約権の数及び新株予約権の

目的となる株式の数から、退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び新株予約権の目的となる株

式の数を減じております。

２．a) 新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社又は当社子会社の取締役、監査役又は従業員のいずれかの

地位にあることを要する。ただし、当該地位喪失の日後、当社取締役会で定める相当な期間内に新株予約権の行

使がなされる場合、権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合ならびに当社取締役会が当該地位喪

失後の新株予約権の行使を認めた場合はこの限りではない。

b) 権利行使期間内において新株予約権者が死亡した場合は、その相続人が、新株予約権者死亡の日後、当社取締役

会で定める相当な期間内に限り、新株予約権を行使することができるものとする。

c) 各新株予約権の一部行使はできないものとする。

 

（３）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年月日

発行済株
式総数増
減数
（株）

発行済株
式総数残
高（株）

資本金増
減額
（千円）

資本金残
高

（千円）

資本準備
金増減額
（千円）

資本準備
金残高
（千円）

平成19年７月
１日～平成19
年12月31日

－ 42,840 － 2,041,778 － 2,508,354
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（５）【大株主の状況】

  平成19年12月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

田島　秀二 千葉県松戸市 11,373 26.55

有限会社ユニテック 千葉県松戸市上本郷88番地 3,000 7.00

大倉　良雄 埼玉県さいたま市 492 1.15

小幡　公道
SAN RAMON, CALIFORNIA, U.
S. A. 

436 1.02

高橋　計行 大阪府枚方市 367 0.86

ツバメ工業株式会社
愛媛県四国中央市川之江町2415
番地

355 0.83

佐賀　健二 東京都東村山市 344 0.80

井上　功 東京都千代田区 339 0.79

高山　茂 千葉県八千代市 320 0.75

村山　一友 大阪府大阪市 300 0.70

計 － 17,326 40.45

　（注）　発行済株式総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しております。
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

  平成19年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式
等）

－ － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式
等）

－ － －

完全議決権株式（その他）
普通株式　
42,840

42,840 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 42,840 － －

総株主の議決権 － 42,840 －

　（注）　上記「完全議決権株式（その他）」及び「総株主の議決権」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が８株（議決権８

個）含まれております。

 

②【自己株式等】

    平成19年12月31日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式
数（株）

他人名義
所有株式
数（株）

所有株式
数の合計
（株）

発行済株式
総数に対す
る所有株式
数の割合
（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 

２【株価の推移】

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成19年７
月

８月 ９月 10月 11月 12月

最高
（円）

103,000 102,000 82,100 90,000 81,100 72,400

最低
（円）

94,000 73,500 67,700 71,300 67,000 52,100

　（注）　最高・最低株価は、大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。

 

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】
 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について

(1）当社の中間連結財務諸表は「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省令第24号。

以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間連結財務諸表規則に基づ

き、当中間連結会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間連結財務諸表規則に基づいて

作成しております。

 

(2）当社の中間財務諸表は「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以下

「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中

間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成しておりま

す。

 

２．監査証明について

　当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の

中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の中間財務諸表について、並びに、

金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）

の中間連結財務諸表及び当中間会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）の中間財務諸表について、新日本

監査法人により中間監査を受けております。
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１【中間連結財務諸表等】

（１）【中間連結財務諸表】

①【中間連結貸借対照表】

  
前中間連結会計期間末

（平成18年12月31日）

当中間連結会計期間末

（平成19年12月31日）

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成19年６月30日）

区分

注
記

番
号

金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及
び預金

  2,177,477   2,188,147   2,452,765  

２．受取手
形及び売
掛金

  575,571   598,246   690,606  

３．たな卸
資産

  776,511   574,130   658,263  

４．その他   54,525   72,271   184,111  

貸倒引当
金

  △295   △2,432   △5,031  

流動資産
合計

  3,583,789 77.2  3,430,362 75.1  3,980,714 77.0

Ⅱ　固定資産           

１．有形固
定資産

※
1

         

(1)建物及び
構築物

※
2

311,204   289,146   295,476   

(2)機械装置
及び
運搬具

 105,949   206,047   160,888   

(3)工具器具
及び備品

 237,643   221,371   315,188   

(4)土地
※
2

296,182   297,706   297,555   

(5)建設仮勘
定

 －   1,998   －   

有形固定
資産合計

  950,979   1,016,270   1,069,109  

２．無形固
定資産

  20,667   17,338   18,357  

３．投資そ
の他の資
産

  85,635   106,221   101,067  

固定資産
合計

  1,057,282 22.8  1,139,831 24.9  1,188,533 23.0

資産合
計

  4,641,072 100.0  4,570,193 100.0  5,169,248 100.0

           

（負債の部）           

Ⅰ　流動負債           
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１．買掛金   289,721   235,836   265,105  

２．短期借
入金

  －   200,000   200,000  

３．一年内
返済予定
の長期借
入金

※
2

 254,382   342,967   338,232  

４．賞与引
当金

  5,293   13,805   5,725  

５．製品保
証引当金

  －   －   6,400  

６．その他   205,108   247,364   334,038  

流動負債
合計

  754,505 16.3  1,039,974 22.8  1,149,502 22.2
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前中間連結会計期間末

（平成18年12月31日）

当中間連結会計期間末

（平成19年12月31日）

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

（平成19年６月30日）

区分

注
記

番
号

金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

Ⅱ　固定負債           

１. 社債
※
2

 550,000   550,000   550,000  

２．長期借
入金

※
2

 531,867   540,400   611,191  

３．その他   6,094   2,203   4,106  

固定負債
合計

  1,087,961 23.4  1,092,603 23.9  1,165,297 22.6

負債合
計

  1,842,466 39.7  2,132,577 46.7  2,314,799 44.8

           
（純資産の
部）

          

Ⅰ　株主資本           

１．資本金   2,041,528 44.0  2,041,778 44.7  2,041,778 39.5
２．資本剰
余金

  2,508,099 54.0  2,508,354 54.9  2,508,354 48.5

３．利益剰
余金

  
△

1,829,249
△

39.4
 

△
2,209,375

△
48.4

 
△

1,808,244
△

35.0
株主資本
合計

  2,720,377 58.6  2,340,757 51.2  2,741,887 53.0

Ⅱ　評価・換
算差額等

          

１．その他
有価証券
評価差額
金

  6,416 0.1  7,724 0.2  16,197 0.3

２．繰延
ヘッジ損
益

  △117 △0.0  6 0.0  114 0.0

３．為替換
算調整勘
定

  71,880 1.6  89,127 1.9  96,204 1.9

評価・換
算差額等
合計

  78,178 1.7  96,858 2.1  112,516 2.2

Ⅲ　新株予約
権

  49 0.0  － －  44 0.0

純資産合
計

  2,798,605 60.3  2,437,615 53.3  2,854,448 55.2

負債純資
産合計

  4,641,072 100.0  4,570,193 100.0  5,169,248 100.0
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②【中間連結損益計算書】

  

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日

至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日

至　平成19年12月31日）

前連結会計年度の

要約連結損益計算書

（自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日）

区分

注
記

番
号

金額（千円）
百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅰ　売上高   1,694,556 100.0  1,478,398 100.0  3,698,177 100.0

Ⅱ　売上原価   993,416 58.6  871,367 58.9  2,126,871 57.5

売上総利益   701,140 41.4  607,031 41.1  1,571,305 42.5
Ⅲ　販売費及
び
一般管理費

※
１

 829,882 49.0  817,870 55.4  1,629,281 44.1

営業損失   128,741 △7.6  210,838
△

14.3
 57,975 △1.6

Ⅳ　営業外収
益

          

１．受取利
息

 5,633   6,404   12,565   

２．受取配
当金

 16   22   39   

３．為替差
益

 11,608   －   27,250   

４．業務受
託収入

 －   2,157   －   

５．その他  5,307 22,565 1.3 1,672 10,257 0.7 12,110 51,966 1.4
Ⅴ　営業外費
用

          

１．支払利
息

 11,361   11,730   24,392   

２．為替差
損

 －   4,547   －   

３．持分法
による
投資損失

 8,329   7,225   15,474   

４．株式交
付費

 67   
－

  67   

５．社債発
行費

 3,319   
－

  3,319   

６．製品評
価損

 －   47,220   15,290   

７．その他  3,975 27,052 1.6 1,785 72,509 4.9 1,260 59,803 1.6

経常損失   133,228 △7.9  273,090
△

18.5  65,812 △1.8

Ⅵ　特別利益           

１．固定資
産売却益

※
２

－   97   －   
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２．貸倒引
当金戻入
益

 －   2,566   84   

３．投資有
価証券売
却益

 － － － 4,136 6,800 0.4 － 84 0.0

Ⅶ　特別損失           

１．固定資
産売却損

※
３

30   1,510   5,106   

２．固定資
産除却損

※
４

－   11,053   535   

３．製品保
証引当金
繰入額

 －   －   6,400   

４．製品評
価損

※
５

－   25,835   －   

５．減損損
失

※
６

－ 30 0.0 73,045 111,444 7.5 1,789 13,832 0.4

税金等調整
前中間（当
期）純損失

  133,259 △7.9  377,734
△

25.6  79,560 △2.2

法人税、住
民税
及び事業税

 31,512   21,481   64,207   

法人税等調
整額

 － 31,512 1.8 △93 21,387 1.4 － 64,207 1.7

中間（当
期）純損失

  164,772 △9.7  399,122
△

27.0  143,767 △3.9
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③【中間連結株主資本等変動計算書】

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年6月30日　残
高（千円）

2,041,278 2,507,844 △1,664,477 2,884,644

中間連結会計期間中
の変動額

    

新株の発行（新株
予約権等の
行使）

250 255  505

中間純損失   △164,772 △164,772
株主資本以外の項
目の中間連結会計
期間中の変動額
（純額）

    

中間連結会計期間中
の変動額合計
（千円）

250 255 △164,772 △164,267

平成18年12月31日　
残高（千円）

2,041,528 2,508,099 △1,829,249 2,720,377

     
 

 

評価・換算差額等

新株予約
権

純資産合
計

その他
有価証
券評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

為替換算

調整勘定

評価・換
算

差額等合
計

平成18年6月30日　残
高（千円）

3,289 △18 40,233 43,504 54 2,928,203

中間連結会計期間中
の変動額

      

新株の発行（新株
予約権等の
行使）

     505

中間純損失      △164,772
株主資本以外の項
目の中間連結会計
期間中の変動額
（純額）

3,126 △99 31,647 34,674 △5 34,669

中間連結会計期間中
の変動額合計
（千円）

3,126 △99 31,647 34,674 △5 △129,597

平成18年12月31日　
残高（千円）

6,416 △117 71,880 78,178 49 2,798,605
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当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成19年6月30日　残
高（千円）

2,041,778 2,508,354 △1,808,244 2,741,887

中間連結会計期間中
の変動額

    

中間純損失   △399,122 △399,122

持分法適用会社増
加に伴う
減少額

  △2,008 △2,008

株主資本以外の項
目の中間連結会計
期間中の変動額
（純額）

    

中間連結会計期間中
の変動額合計
（千円）

－ － △401,130 △401,130

平成19年12月31日　
残高（千円）

2,041,778 2,508,354 △2,209,375 2,340,757

     
 

 

評価・換算差額等

新株予約
権

純資産合
計

その他
有価証
券評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

為替換算

調整勘定

評価・換
算

差額等合
計

平成19年6月30日　残
高（千円）

16,197 114 96,204 112,516 44 2,854,448

中間連結会計期間中
の変動額

      

中間純損失      △399,122

持分法適用会社増
加に伴う
減少額

     △2,008

株主資本以外の項
目の中間連結会計
期間中の変動額
（純額）

△8,473 △108 △7,076 △15,658 △44 △15,702

中間連結会計期間中
の変動額合計
（千円）

△8,473 △108 △7,076 △15,658 △44 △416,832

平成19年12月31日　
残高（千円）

7,724 6 89,127 96,858 － 2,437,615
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前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 
株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年６月30日　
残高（千円）

2,041,278 2,507,844 △1,664,477 2,884,644

連結会計年度中の変
動額

    

新株の発行（新株
予約権等の
行使）

500 510  1,010

当期純損失   △143,767 △143,767
株主資本以外の項
目の連結会計年度
中の変動額（純
額）

    

連結会計年度中の変
動額合計
（千円）

500 510 △143,767 △142,757

平成19年6月30日　残
高（千円）

2,041,778 2,508,354 △1,808,244 2,741,887

     
 

 

評価・換算差額等

新株予約
権

純資産合
計

その他
有価証
券評価
差額金

繰延
ヘッジ
損益

為替換算

調整勘定

評価・換
算

差額等合
計

平成18年6月30日　残
高（千円）

3,289 △18 40,233 43,504 54 2,928,203

連結会計年度中の変
動額

      

新株の発行（新株
予約権等の
行使）

     1,010

当期純損失      △143,767
株主資本以外の項
目の連結会計年度
中の変動額（純
額）

12,907 133 55,971 69,012 △10 69,002

連結会計年度中の変
動額合計
（千円）

12,907 133 55,971 69,012 △10 △73,754

平成19年6月30日　残
高（千円）

16,197 114 96,204 112,516 44 2,854,448
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④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  

前中間連結会計期間

(自　平成18年７月
１日

至　平成18年12月31
日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年７月
１日

至　平成19年12月31
日)

前連結会計年度の
要約連結キャッ
シュ・フロー計算
書

(自　平成18年７月
１日

至　平成19年６月30
日)

区分

注
記

番
号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅰ　営業活動による
キャッシュ・フ
ロー

    

税金等調整前
中間（当期）
純損失

 △133,259 △377,734 △79,560

減価償却費  89,281 125,195 208,491

減損損失  － 73,045 1,789

引当金の増加
又は減少額(△)

 402 △886 11,655

受取利息
及び受取配当
金

 △5,649 △6,427 △12,605

支払利息  11,361 11,730 24,392

株式交付費  67 － 67

社債発行費  3,319 － 3,319

持分法による
投資損失

 8,329 7,225 15,474

投資有価証券
売却益

 － △4,136 －

固定資産売却
益

 － △97 －

固定資産売却
損

 30 1,510 5,106

固定資産除却
損

 － 11,053 535

売上債権の減
少額

 302,721 84,974 227,204

たな卸資産の
減少額又は増
加額(△)

 △128,189 85,435 △82,652

仕入債務の減
少額（△）

 △233,894 △19,510 △299,848

その他  46,742 54,473 △28,286

小計  △38,736 45,850 △4,917
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利息及び
配当金の受取
額

 5,617 6,510 12,272

利息の支払額  △9,413 △13,027 △21,369
法人税等の支
払額

 △7,407 △31,221 △37,274

営業活動によ
るキャッシュ
・フロー

 △49,939 8,111 △51,289
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前中間連結会計期間

(自　平成18年７月
１日

至　平成18年12月31
日)

当中間連結会計期間

(自　平成19年７月
１日

至　平成19年12月31
日)

前連結会計年度の
要約連結キャッ
シュ・フロー計算
書

(自　平成18年７月
１日

至　平成19年６月30
日)

区分

注
記

番
号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円）

Ⅱ　投資活動による
キャッシュ・フ
ロー

    

定期預金の純
増減

 199,751 121,691 49,061

有形固定資産
の売却による
収入

 3,595 3,706 33,809

有形固定資産
の取得による
支出

 △39,342 △170,061 △154,589

無形固定資産
の取得による
支出

 △1,091 △3,561 △3,049

投資有価証券
の取得による
支出

 △50,000 △50,000 △50,000

投資有価証券
の売却による
収入

 － 10,876 －

その他  999 346 951

投資活動によ
るキャッシュ
・フロー

 113,912 △87,001 △123,816

Ⅲ　財務活動による
キャッシュ・フ
ロー

    

短期借入金の
純増減

 － － 200,000

長期借入れに
よる収入

 － 100,000 300,000

長期借入金の
返済による支
出

 △139,856 △166,056 △276,682

社債の発行に
よる収入

 196,681 － 196,681

株式の発行に
よる収入

 432 － 932
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財務活動によ
るキャッシュ
・フロー

 57,257 △66,056 420,931

Ⅳ　現金及び現金同
等物に係る換算
差額

 20,564 △1,737 17,945

Ⅴ　現金及び現金同
等物の増加額又
は減少額（△）

 141,794 △146,682 263,770

Ⅵ　現金及び現金同
等物の期首残高

 1,214,841 1,478,611 1,214,841

Ⅶ　現金及び現金同
等物の中間期末
（期末）残高

※
１

1,356,635 1,331,928 1,478,611
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月
１日

至　平成18年12月31
日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月
１日

至　平成19年12月31
日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月
１日

至　平成19年６月30
日）

１．連結の範囲に
関する事項

(1）子会社は全て連
結しております。

(1）　　　 同　　左 (1）　　　 同　　左

 (2）連結子会社の名
称

(2）連結子会社の数　
　　４社

(2）連結子会社の数　
　　同　左

 PSS Bio
Instruments, Inc.

(3）連結子会社の名
称

(3）連結子会社の名
称

 Precision System
Science
Europe GmbH 
ユニバーサル・バ
イオ・リサーチ株
式会社
PSSキャピタル株
式会社
　上記のうち、PSS
キャピタル株式会
社は新規に設立し
たため連結子会社
となりました。

Precision System Science

USA, Inc.

Precision System Science

Europe GmbH

ユニバーサル・バイオ・リ

サーチ株式会社

PSSキャピタル株
式会社
　Precision System
Science USA, Inc.
は、平成19年７月
23日に、PSS Bio
Instruments, Inc.が
社名変更したもの
です。

PSS Bio Instruments, Inc.

Precision System Science

Europe GmbH

ユニバーサル・バイオ・リ

サーチ株式会社

PSSキャピタル株式会社

PSS Bio Instruments, Inc.

は、平成19年７月23日に、

Precision System Science

USA, Inc.へ社名変更してお

ります。

PSSキャピタル
株式会社は、新規
設立(平成18年７
月７日)により、当
連結会計年度より
連結子会社となっ
ております。

２．持分法の適用
に関する事項

(1）持分法適用の関
連会社数

１社
(2）主要な会社の名
称
バイオコンテンツ
投資事業有限責任
組合
なお、バイオコン
テンツ投資事業有
限組合は、当中間
連結会計期間にお
いて、新規に取得
したことにより持
分法の適用範囲に
含めております。

(1）持分法適用の関
連会社数

２社
(2）主要な会社の名
称
バイオコンテンツ
投資事業有限責任
組合
ジェネテイン株式
会社
　なお、ジェネテイ
ン株式会社は、重
要性が増したた
め、当中間連結会
計期間より持分法
の適用範囲に含め
ております。

(1）持分法を適用し
た関連会社の名称
等
①持分法適用の関
連会社数

１社

②主要な会社の名称

バイオコンテンツ投資事業

有限責任組合

なお、バイオコンテンツ投

資事業有限責任組合は、当連

結会計年度に新規に取得し

たことにより持分法の適用

範囲に含めております。
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月
１日

至　平成18年12月31
日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月
１日

至　平成19年12月31
日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月
１日

至　平成19年６月30
日）

   (2）持分法を適用し
ない関連会社の名
称等

   ①持分法非適用の関連会社数

   １社

   ②主要な会社の名称

   ジェネテイン株式会社

持分法を適用し
ない関連会社は、
当期純損益（持分
に見合う額）及び
利益剰余金（持分
に見合う額）等か
らみて、持分法の
対象から除いても
連結財務諸表に及
ぼす影響が軽微で
あり、かつ、全体と
して重要性がない
ため、持分法の適
用範囲から除外し
ております。

３．連結子会社の
中間決算日
（決算日）等
に関する事項

　全ての連結子会社
の中間決算日は、中
間連結決算日と一致
しております。

同　　左 　全ての連結子会社
の事業年度の末日
は、連結決算日と一
致しております。

４．会計処理基準
に関する事項

   

(1）重要な資産
の評価基準及
び評価方法

①有価証券 ①有価証券 ①有価証券

その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券

 時価のあるもの
　中間決算日の市
場価格等に基づ
く時価法（評価
差額は全部純資
産直入法により
処理し、売却原価
は移動平均法に
より算定）を採
用しております。

時価のあるもの

同　　左

時価のあるもの
　決算日の市場価
格等に基づく時
価法（評価差額
は全部純資産直
入法により処理
し、売却原価は移
動平均法により
算定）を採用し
ております。

 ②デリバティブ ②デリバティブ ②デリバティブ
 時価法 同　　左 同　　左
 ③たな卸資産 ③たな卸資産 ③たな卸資産
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 　商品、製品、原材料、
仕掛品、貯蔵品は原
則として総平均法に
よる原価法によって
おりますが、一部の
在外連結子会社は移
動平均法による原価
法によっておりま
す。

同　　左 同　　左
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月
１日

至　平成18年12月31
日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月
１日

至　平成19年12月31
日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月
１日

至　平成19年６月30
日）

(2）重要な減価
償却資産の減
価償却の方法

①有形固定資産 ①有形固定資産 ①有形固定資産
　原則として定率法
（ただし、平成10年
４月１日以降に取得
した建物（付属設備
を除く）について
は、定額法を採用し
ております。）に
よっておりますが、
一部の在外連結子会
社は定額法によって
おります。
　なお、主な耐用年数
は以下のとおりであ
ります。
建物及び構築物　　
３～50年
機械及び装置　　　４
～17年
工具器具及び備品　
２～15年
 

イ）平成19年３月31日以前に取得

したもの

旧定率法

ただし、平成10年４月１日

以降に取得した建物（附属設

備を除く）は旧定額法を採用

しております。

ロ）平成19年４月１日以降に取得

したもの

定率法

ただし、建物（附属設備を

除く）は定額法を採用してお

ります。

一部の在外連結
子会社について
は、定額法を採用
しております。
　なお、主な耐用年
数は以下のとおり
であります。
建物及び構築物 　　 
３～50年
機械装置及び運搬
具　４～12年
工具器具及び備品　
　２～15年

同　　左
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月
１日

至　平成18年12月31
日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月
１日

至　平成19年12月31
日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月
１日

至　平成19年６月30
日）

 ───── （追加情報） ─────

  １．法人税法の改正
（（所得税法等の
一部を改正する法
律　平成19年３月
30日　法律第６
号）及び（法人税
法施行令の一部を
改正する政令　平
成19年３月30日　
政令第83号））に
伴い、平成19年４
月１日以降に取得
した固定資産につ
いては、前連結会
計年度の下期にお
いて改正後の法人
税法に基づく方法
に変更しておりま
す。これにより売
上総利益は1,346
千円減少、営業損
失、経常損失及び
税金等調整前中間
純損失は、それぞ
れ12,543千円増加
しております。な
お、セグメント情
報に与える影響
は、当該箇所に記
載しております。
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  ２．当社及び国内連
結子会社は、法人
税法改正に伴い、
平成19年３月3１
日以前に取得した
有形固定資産につ
いて、改正前の法
人税法に基づく減
価償却の方法の適
用により取得価額
の５％に到達した
連結会計年度の翌
連結会計年度よ
り、取得価額の
５％相当額と備忘
価額との差額を５
年間にわたり均等
償却し、減価償却
費に含めて計上し
ております。これ
に伴う損益への影
響は軽微でありま
す。

 

 ②無形固定資産 ②無形固定資産 ②無形固定資産
 　ソフトウェア（自

社利用）について
は、社内における見
込利用可能期間（３
～５年）による定額
法を採用しておりま
す。

　ソフトウェア（自
社利用）について
は、社内における見
込利用可能期間（５
年）による定額法を
採用しております。

　ソフトウェア（自
社利用）について
は、社内における見
込利用可能期間（３
～５年）による定額
法を採用しておりま
す。

 ③長期前払費用 ③長期前払費用 ③長期前払費用
 　定額法 同　　左 同　　左
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月
１日

至　平成18年12月31
日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月
１日

至　平成19年12月31
日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月
１日

至　平成19年６月30
日）

(3）重要な引当
金の計上基準

①貸倒引当金
　債権の貸倒れによ
る損失に備えるた
め、一般債権につい
ては貸倒実績率によ
り、貸倒懸念債権等
特定債権については
個別に回収可能性を
勘案し回収不能見込
額を計上しておりま
す。

①貸倒引当金
同　　左

①貸倒引当金
同　　左

 ②賞与引当金 ②賞与引当金 ②賞与引当金
 　従業員の賞与の支

給に備えるため、支
給見込額に基づき計
上しております。

同　　左 同　　左

 ③　　　　――――― ③　　　　――――― ③製品保証引当金
   製品の無償補修費

用の支出に備えるた
めに、取引先との契
約に基づく無償の補
修費用を見積もり算
出した額を計上して
おります。

(4）重要な外貨
建資産又は負
債の本邦通貨
への換算基準

　外貨建金銭債権債
務は、中間連結決算
日の直物為替相場に
より円貨に換算し、
換算差額は損益とし
て処理しておりま
す。なお、在外子会社
等の資産及び負債
は、中間連結決算日
の直物為替相場によ
り円貨に換算し、収
益及び費用は期中平
均相場により円貨に
換算し、換算差額は
純資産の部における
為替換算調整勘定に
含めて計上しており
ます。

同　　左 　外貨建金銭債権債
務は、連結決算日の
直物為替相場により
円貨に換算し、換算
差額は損益として処
理しております。な
お、在外子会社等の
資産及び負債は、連
結決算日の直物為替
相場により円貨に換
算し、収益及び費用
は期中平均相場によ
り円貨に換算し、換
算差額は純資産の部
における為替換算調
整勘定に含めて計上
しております。
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(5）重要なリー
ス取引の処理
方法

　リース物件の所有
権が借主に移転する
と認められるもの以
外のファイナンス・
リース取引について
は、通常の賃貸借取
引に係る方法に準じ
た会計処理によって
おります。

同　　左 同　　左

(6）重要なヘッ
ジ会計の方法

①ヘッジ会計の方法
繰延ヘッジ処理に
よっております。

①ヘッジ会計の方法
同　　左

①ヘッジ会計の方法
同　　左

 ②ヘッジ手段とヘッ
ジ対象

②ヘッジ手段とヘッ
ジ対象

②ヘッジ手段とヘッ
ジ対象

 ヘッジ手段　金利ス
ワップ
ヘッジ対象　借入金

ヘッジ手段　金利ス
ワップ
ヘッジ対象　借入金
利息

ヘッジ手段　　　同　
左
ヘッジ対象　　　同　
左

 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針 ③ヘッジ方針
 　金利リスクの低減

のため、対象債務の
範囲内でヘッジを
行っております。

同　　左 同　　左
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項目

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月
１日

至　平成18年12月31
日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月
１日

至　平成19年12月31
日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月
１日

至　平成19年６月30
日）

 ④ヘッジ有効性評価
の方法

④ヘッジ有効性評価
の方法

④ヘッジ有効性評価
の方法

 　ヘッジ開始時から
有効性判定時点まで
の期間において、
ヘッジ対象とヘッジ
手段の相場変動の累
計を比較し、両者の
変動額等を基礎にし
て判断しておりま
す。

同　　左 同　　左

(7）その他中間
連結財務諸表
（連結財務諸
表）作成のた
めの基本とな
る事項

消費税等の会計処理
　税抜方式によって
おります。

消費税等の会計処理
同　　左

消費税等の会計処理
同　　左

５．中間連結
キャッシュ・
フロー計算書
（連結キャッ
シュ・フロー
計算書）にお
ける資金の範
囲

　手許現金、要求払預
金及び取得日から
３ヶ月以内に満期日
の到来する流動性の
高い、容易に換金可
能であり、かつ価値
の変動について僅少
なリスクしか負わな
い短期的な投資を資
金の範囲としており
ます。

同　　左 同　　左
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（中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更）

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日

至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日

至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日）
（繰延資産の会計処理に関
する当面の取扱い）

─────
 

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱

い）

　当中間連結会計期間から
「繰延資産の処理に関する
当面の取扱い」（企業会計
基準委員会　平成18年８月11
日　実務対応報告第19号）を
適用しております。これによ
る損益に与える影響はあり
ません。
前中間連結会計期間にお
いて営業外費用として表示
していた「新株発行費」は、
当中間連結会計期間より、
「株式交付費」として表示
する方法に変更しておりま
す。
前中間連結会計期間にお
いて営業活動によるキャッ
シュ・フローの内訳として
表示していた「新株発行
費」は、当中間連結会計期間
より「株式交付費」として
表示する方法に変更してお
ります。

 当連結会計年度から「繰延
資産の処理に関する当面の
取扱い」（企業会計基準委
員会　平成18年８月11日　実
務対応報告第19号）を適用
しております。
前連結会計年度において
営業外費用として表示して
いた「新株発行費」は、当連
結会計年度より、「株式交付
費」として表示する方法に
変更しております。
前連結会計年度において
営業活動によるキャッシュ
・フローとして表示してい
た「新株発行費」は、当連結
会計年度より「株式交付
費」として表示する方法に
変更しております。
これによる損益に与える
影響はありません。

───── ───── （固定資産の減価償却方法の変更）

  法人税法の改正（（所得
税法等の一部を改正する法
律　平成19年３月30日　法律
第６号）及び（法人税法施
行令の一部を改正する政令　
平成19年３月30日　政令第83
号））に伴い、平成19年４月
１日以降に取得したものに
ついては、改正後の法人税法
に基づく方法に変更してお
ります。
これに伴う損益への影響
は軽微であります。

───── （売上計上基準の変更） ─────
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 海外の特定得意先への日本からの出荷に対

する売上については、船積基準を採用してお

りましたが、当中間連結会計期間より着荷基

準に変更いたしました。

従来は、海外の特定得意先との取引慣行に

より、船積みをもって売上計上していたもの

ですが、所有権移転の時期につき、より客観

性、確実性の高い方法へ変更を行うものであ

ります。

この変更に伴い、従来と同一の基準によっ

た場合と比較し、売上高が117,675千円減少、

売上総利益が55,004千円減少、営業損失、経常

損失及び税金等調整前中間純損失がそれぞれ

55,004千円増加しております。

なお、セグメント情報に与える影響は、当該

箇所に記載しております。
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注記事項

（中間連結貸借対照表関係）

前中間連結会計期間末

（平成18年12月31日）

当中間連結会計期間末

（平成19年12月31日）

前連結会計年度末

（平成19年６月30日）
※１　有形固定資産の減価償
却累計額

※１　有形固定資産の減価償
却累計額

※１　有形固定資産の減価償
却累計額

　　　有形固定資産の減価償却
累計額は、693,437千円で
あります。

　　　有形固定資産の減価償却
累計額は、826,073千円で
あります。

　　　有形固定資産の減価償却
累計額は、783,803千円で
あります。

※２　担保資産及び担保付債
務

※２　担保資産及び担保付債
務

※２　担保資産及び担保付債
務

　　　担保に供している資産は
次のとおりであります。

　担保に供している資産
は次のとおりでありま
す。

　　　担保に供している資産は
次のとおりであります。

 
建物及び
構築物

215,781千
円

土地 272,530
計 488,311

　

 
建物及び
構築物

214,159千
円

土地 272,530
計 486,689

　

 
建物及び
構築物

219,418千
円

土地 272,530
計 491,948

　
　　　担保付債務は次のとおり
であります。

　　　担保付債務は次のとおり
であります。

　　　担保付債務は次のとおり
であります。

 

一年内返
済予定の
長期借入
金

111,650千
円

社債 350,000
長期借入
金

169,425

計 631,075
　

 

一年内返
済予定の
長期借入
金

79,335千
円

社債 350,000
長期借入
金

99,090

計 528,425
　

 

一年内返
済予定の
長期借入
金

104,030千
円

社債 350,000
長期借入
金

125,435

計 579,465
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（中間連結損益計算書関係）

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日

至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日

至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日）
※１　販売費及び一般管理費
のうち主要な費目及び
金額は次のとおりであ
ります。

※１　販売費及び一般管理費
のうち主要な費目及び
金額は次のとおりであ
ります。

※１　販売費及び一般管理費
のうち主要な費目及び
金額は次のとおりであ
ります。

 
給与手当 165,598千

円
賞与引当金
繰入額

1,835

減価償却費 61,933
貸倒引当金
繰入額

31

研究開発費 245,814
　

 
給与手当 133,460千

円
賞与引当金
繰入額

9,771

役員報酬 89,064
減価償却費 107,253
研究開発費 203,613

　

 
給与手当 353,468千

円
賞与引当金
繰入額

1,826

支払手数料 137,118
研究開発費 463,526

　

※２　　　　　───── ※２　固定資産売却益の内訳 ※２　　　　　─────
 

 

　

 

機械装置及
び運搬具

96千円

工具器具及
び備品

1

 
 

※３　固定資産売却損の内訳 ※３　固定資産売却損の内訳 ※３　固定資産売却損の内訳
　機械装置及び運搬具　　　
　 30千円

機械装置及
び運搬具

506千円

工具器具及
び備品

1,004

　機械装置及び運搬具　　 　
5,106千円

※４　　　　　───── ※４　固定資産除却損の内訳 ※４　固定資産除却損の内訳
 

 

　

 
　
機械装置及
び運搬具

5,867千円

工具器具及
び備品

5,185

 
工具器具及
び備品

535千円

　

※５　　　　　───── ※５　製品評価損 ※５　　　　　─────
 在庫が長期化している

自社ブランド製品の一部
について、販売見込みが
未確定なため、備忘価額
まで減額し、当該減少額
を製品評価損(25,835千円
)として特別損失に計上
しました。

 

※６　　　　　───── ※６　減損損失 ※６　減損損失
 　当中間連結会計期間に

おいて、当社グループは
以下の資産グループにつ
いて減損損失を計上しま
した。

　当連結会計年度におい
て、当社グループは以下
の資産グループについて
減損損失を計上しまし
た。
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用途 種類 場所

遊休資
産

機械装
置及び
運搬具
工具器
具及び
備品

千葉県
松戸市
上本郷

　

 
用途 種類 場所

遊休資
産

機械装
置及び
運搬具
電話加
入権

千葉県
松戸市
上本郷

　

 当社グループは、事業用資産について

は、事業の種類別セグメントに基づき、資

産のグルーピングを行なっております。

遊休状態である機械装置及び運搬具、

工具器具及び備品は、将来の使用見込み

が未確定なため、帳簿価額を備忘価額ま

で減額し、当該減少額を減損損失(73,045

千円)として特別損失に計上しました。そ

の内訳は、機械装置及び運搬具6,155千

円、工具器具及び備品66,890千円であり

ます。

なお、回収可能価額は、遊休状態であ

り将来の売却可能性も低いため備忘価額

をもって評価しております。

 

当社グループは、事業用資産について

は、事業の種類別セグメントに基づき、資

産のグルーピングを行なっております。

遊休状態である機械装置及び運搬具、

電話加入権は、帳簿価額に対し、市場価額

が著しく下落しており、今後の使用見込

みが未確定なため、回収可能価額まで減

額し、当該減少額を減損損失(1,789千円)

として特別損失に計上しました。その内

訳は、機械装置及び運搬具1,646千円、電

話加入権143千円であります。

なお、回収可能価額は、正味売却価額

により測定しており、電話加入権につい

ては市場価格に基づき算出しておりま

す。
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（中間連結株主資本等変動計算書関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前連結会計年
度末株式数
(株）

当中間連結会
計期間増加株
式数（株）

当中間連結会
計期間減少株
式数（株）

当中間連結会
計期間末株式
数(株）

発行済株式     

普通株式 42,800 20 － 42,820

合計 42,800 20 － 42,820

　（注）　普通株式の増加20株は、新株予約権の行使による増加であります。

 

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予
約権の
目的と
なる株
式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数
(株）

当中間
連結会
計期間
末残高
（千
円）

前連結
会計年
度末

当中間
連結会
計期間
増加

当中間
連結会
計期間
減少

当中間
連結会
計期間
末

提出会
社
（親会
社）

第５回新株引受権
付
無担保社債

－ － － － － 49

合計 － － － － － 49

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年
度末株式数
(株）

当中間連結会
計期間増加株
式数（株）

当中間連結会
計期間減少株
式数（株）

当中間連結会
計期間末株式
数(株）

発行済株式     

普通株式 42,840 － － 42,840

合計 42,840 － － 42,840

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予
約権の
目的と
なる株
式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数
(株）

当中間
連結会
計期間
末残高
（千
円）

前連結
会計年
度末

当中間
連結会
計期間
増加

当中間
連結会
計期間
減少

当中間
連結会
計期間
末

提出会
社
（親会
社）

第５回新株引受権
付
無担保社債

普通株式 176 － 176 － －
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合計 － － － － － －

　（注）　新株予約権の目的となる株式の数176株の減少は、権利行使期間満了に伴う権利失効によるものであります。
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３．配当に関する事項

該当事項はありません。

 

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
前連結会計年
度末株式数
(株）

当連結会計年
度増加株式数
(株）

当連結会計年
度減少株式数
(株）

当連結会計年
度末株式数
(株）

発行済株式     

普通株式 42,800 40 － 42,840

合計 42,800 40 － 42,840

自己株式     

普通株式 － － － －

合計 － － － －

　（注）　普通株式の発行済株式総数の増加40株は新株引受権の行使による新株の発行によるものであります。

 

２．新株予約権に関する事項

区分 新株予約権の内訳

新株予
約権の
目的と
なる株
式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数
(株）

当連結
会計年
度末残
高

（千円）

前連結
会計年
度末

当連結
会計年
度増加

当連結
会計年
度減少

当連結
会計年
度末

提出会
社
（親会
社）

第５回新株引受権
付
無担保社債

普通株
式

216 － 40 176 44

合計 － － － － － 44

　（注）　新株引受権40株の減少は新株引受権の行使によるものであります。

 

３．配当に関する事項

該当事項はありません。
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（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日

至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日

至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日）
※１　現金及び現金同等物の
中間期末残高と中間連結
貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の
中間期末残高と中間連結
貸借対照表に掲記されて
いる科目の金額との関係

※１　現金及び現金同等物の
期末残高と連結貸借対照
表に掲記されている科目
の金額との関係

（平成18年12月31日現在） （平成19年12月31日現在） （平成19年６月30日現在）
 
現金及び預金
勘定

2,177,477千
円

預入期間が３
か月を超える
定期預金

△
820,841

現金及び現金
同等物

1,356,635

　

 
現金及び預金
勘定

2,188,147千
円

預入期間が３
か月を超える
定期預金

△
856,218

現金及び現金
同等物

1,331,928

　

 
現金及び預金
勘定

2,452,765千
円

預入期間が３
か月を超える
定期預金

△
974,153

現金及び現金
同等物

1,478,611
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（リース取引関係）

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日

至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日

至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日）
１．リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

１．リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

１．リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計額
相当額、減損損失累計額
相当額及び中間期末残高
相当額

(1）リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計額
相当額、減損損失累計額
相当額及び中間期末残高
相当額

(1）リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計額
相当額、減損損失累計額
相当額及び期末残高相当
額

 

 

取得
価額
相当
額
(千円
)

減
価
償
却
累
計
額
相
当
額
(千
円)

中
間
期
末
残
高
相
当
額
(千
円)

機械装
置
及び運
搬具

6,180 2,826 3,354

工具器
具
及び備
品

3,988 2,991 997

合計 10,168 5,817 4,351
　

 

 

取得
価額
相当
額
(千円
)

減
価
償
却
累
計
額
相
当
額
(千
円)

中
間
期
末
残
高
相
当
額
(千
円)

機械装
置
及び運
搬具

6,180 4,470 1,710

工具器
具
及び備
品

3,988 3,789 199

合計 10,168 8,259 1,909
　

 

 

取得
価額
相当
額
(千円
)

減
価
償
却
累
計
額
相
当
額
(千
円)

期
末
残
高
相
当
額
(千
円)

機械装
置
及び運
搬具

6,180 3,648 2,532

工具器
具
及び備
品

3,988 3,390 598

合計 10,168 7,038 3,130
　

（注）　取得価額相当額は、
未経過リース料中間期
末残高が有形固定資産
の中間期末残高等に占
める割合が低いため、
支払利子込み法により
算定しております。

（注）　　　　　同　　左 （注）　取得価額相当額は、
未経過リース料期末残
高が有形固定資産の期
末残高等に占める割合
が低いため、支払利子
込み法により算定して
おります。

(2）未経過リース料中間期
末残高相当額等
未経過リース料中間期末
残高相当額

(2）未経過リース料中間期
末残高相当額等
未経過リース料中間期末
残高相当額

(2）未経過リース料期末残
高相当額等
未経過リース料期末残高
相当額

 
１年内 2,441千円
１年超 1,909
合計 4,351

　

 
１年内 1,739千円
１年超 170
合計 1,909

　

 
１年内 2,242千円
１年超 888
合計 3,130
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（注）　未経過リース料中間
期末残高相当額は、未
経過リース料中間期末
残高が有形固定資産の
中間期末残高等に占め
る割合が低いため、支
払利子込み法により算
定しております。

（注）　　　　　同　　左 （注）　未経過リース料期末
残高相当額は、未経過
リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高
等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法
により算定しておりま
す。

(3）支払リース料、リース資
産減損勘定の取崩額、減
価償却費相当額及び減損
損失

(3）支払リース料、リース資
産減損勘定の取崩額、減
価償却費相当額及び減損
損失

(3）支払リース料、リース資
産減損勘定の取崩額、減
価償却費相当額及び減損
損失

 
支払リース料 1,220千円
減価償却費相
当額

1,220

　

 
支払リース料 1,220千円
減価償却費相
当額

1,220

　

 
支払リース料 2,661千円
減価償却費相
当額

2,661

　
(4）減価償却費相当額の算
定方法

(4）減価償却費相当額の算
定方法

(4）減価償却費相当額の算
定方法

リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする
定額法によっておりま
す。

同　　左 同　　左

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について）
　リース資産に配分された
減損損失はありません。

同　　左 同　　左
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（有価証券関係）

前中間連結会計期間末（平成18年12月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間連結貸借対
照表計上額（千
円）

差額（千円）

株式 18,796 29,561 10,765

合計 18,796 29,561 10,765

 

当中間連結会計期間末（平成19年12月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
中間連結貸借対
照表計上額（千
円）

差額（千円）

株式 12,056 20,504 8,448

合計 12,056 20,504 8,448

 

前連結会計年度末（平成19年６月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの

 取得原価（千円）
連結貸借対照表計
上額（千円）

差額（千円）

株式 18,796 37,385 18,589

合計 18,796 37,385 18,589
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（デリバティブ取引関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　当社グループのデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されている金利スワップ取引のみであり、取引の時価等に関す

る事項については、その記載を省略しております。

 

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

　当社グループのデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されている金利スワップ取引のみであり、取引の時価等に関す

る事項については、その記載を省略しております。

 

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

　当社グループのデリバティブ取引は、ヘッジ会計が適用されている金利スワップ取引のみであり、取引の時価等に関す

る事項については、その記載を省略しております。

 

（ストック・オプション等関係）

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　該当事項はありません。

 

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名

　該当事項はありません。

 

２．当中間連結会計期間に付与したストック・オプションの内容

　該当事項はありません。
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前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容

 
平成14年

ストック・オプション
平成16年

ストック・オプション
平成17年

ストック・オプション
平成18年

ストック・オプション

付与対象者の区

分及び数

当社取締役　　　２名

当社の監査役　　１名

子会社の取締役　４名

当社の従業員　　18名

子会社の従業員　５名

当社の従業員　　12名

子会社の従業員　２名

当社取締役　　　２名

当社の従業員　　12名

子会社の従業員　２名

当社の従業員　　22名

子会社の従業員　７名

ストック・オプ

ション数
普通株式　　　1,129株 普通株式　　　470株 普通株式　　　456株 普通株式　　　476株

付与日 平成14年11月８日 平成16年４月16日 平成17年４月27日 平成18年４月13日

権利確定条件

付与日（平成14年11月８

日）以降、権利確定日（平

成16年11月１日）まで継続

して勤務していること。

付与日（平成16年４月16

日）以降、権利確定日（平

成17年11月１日）まで継続

して勤務していること。

付与日（平成17年４月27

日）以降、権利確定日（平成

19年４月１日）まで継続し

て勤務していること。

付与日（平成18年４月13

日）以降、権利確定日（平成

20年４月１日）まで継続し

て勤務していること。

対象勤務期間

２年間

(自平成14年11月８日

至平成16年11月１日)

1.5年間

(自平成16年４月16日

至平成17年11月１日)

２年間

(自平成17年４月27日

至平成19年４月１日)

２年間

(自平成18年４月13日

至平成20年４月１日)

権利行使期間 権利確定後４年以内。 権利確定後４年以内。 権利確定後４年以内。 権利確定後４年以内。

権利行使価格

（円）

229,386 424,217 238,686 180,000

付与日における

公正な評価単価

（円）

－ － － －
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（セグメント情報）

 

【事業の種類別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

　当社グループの事業は、遺伝子・プロテオーム解析関連業界における研究開発やその研究成果の実用化に用いられ

る自動化機器、その他理化学機器、ソフトウェア等の開発及び製造販売、ならびに自動化機器に使用される試薬及びプ

ラスチック消耗品の製造販売等でありますが、当セグメントの売上高及び営業損失の金額が、全セグメントの売上高

合計及び営業損失の合計の90％を超えておりますので、事業の種類別セグメント情報は記載を省略しております。

 

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 
バイオ関連
事業
（千円）

投資事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 1,465,80712,5911,478,398 － 1,478,398

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 1,465,80712,5911,478,398 － 1,478,398

営業費用 1,603,1516,935 1,610,08679,1501,689,237

営業利益又は営業損失（△） △137,343 5,655 △131,687(79,150)△210,838

（注）１．事業区分の方法

事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品等

バイオ関連事業 DNA自動抽出装置等、その他理化学機器、プラスチック消耗品等

投資事業 ファンド管理報酬

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、81,130千円であり、その主なものは、親

会社の管理部門に係る費用であります。

４．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、海外の特定得意先に対する売上

について当中間連結会計期間より船積基準から着荷基準に変更しております。この変更は、従来、得意先との取引慣

行により船積みをもって売上計上していたものをより客観性、確実性の高い着荷基準に変更したものであります。

この変更により、従来と同一の基準によった場合と比較し、バイオ関連事業の売上高が117,675千円減少し、営業損

失が55,004千円増加しております。なお、投資事業に与える影響はありません。

５．「追加情報」に記載のとおり、法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律　平成19年３月30日　法律第

６号）及び（法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日　政令第83号））に伴い、平成19年４月１

日以降に取得した固定資産については、前連結会計年度の下期において改正後の法人税法に基づく方法に変更し

ております。この変更により、従来と同一の基準によった場合と比較し、バイオ関連事業の営業損失は12,543千円増

加しております。なお、投資事業に与える影響はありません。
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前連結会計年度（自平成18年７月１日　至平成19年６月30日）

 
バイオ関連
事業
（千円）

投資事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結
（千円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 3,665,91732,2603,698,177 － 3,698,177

(2）セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 3,665,91732,2603,698,177 － 3,698,177

営業費用 3,585,40412,6493,598,053158,0993,756,153

営業利益又は営業損失（△） 80,512 19,611 100,123(158,099)△57,975

（注）１．事業区分の方法

事業は、市場の類似性を考慮して区分しております。

２．各区分に属する主要な製品

事業区分 主要製品等

バイオ関連事業 DNA自動抽出装置等、その他理化学機器、プラスチック消耗品等

投資事業 ファンド管理報酬

３．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、162,059千円であり、その主なものは、親

会社の管理部門に係る費用であります。

 

【所在地別セグメント情報】

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

 
日本

（千円）

米国

（千円）

ドイツ

（千円）

計

（千円）

消去又は

全社

（千円）

連結

（千円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売
上高

407,596 90,624 1,196,336 1,694,556 － 1,694,556

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

943,752 446 3,061 947,261 (947,261) －

計 1,351,349 91,071 1,199,397 2,641,818 (947,261) 1,694,556

営業費用 1,467,669 156,826 1,118,496 2,742,993 (919,694) 1,823,298

営業利益又は営業損失
(△)

△
116,320

△65,755 80,901
△

101,174
(27,566)

△
128,741

　（注）１．地域は、国毎に区分しております。

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用の金額は、29,297千円であり、その主なものは、親会社

の管理部門に係る費用であります。
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当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 
日本

（千円）

米国

（千円）

ドイツ

（千円）

計

（千円）

消去又は

全社

（千円）

連結

（千円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売
上高

445,627 125,221 907,550 1,478,398 － 1,478,398

(2)セグメント間の内部
売上高
又は振替高

655,590 372 7,156 663,119 (663,119) －

計 1,101,217 125,593 914,706 2,141,518 (663,119) 1,478,398

営業費用 1,209,076 205,390 864,975 2,279,442 (590,204) 1,689,237

営業利益又は営業損失
(△)

△
107,858

△79,796 49,731
△

137,923
(72,914)

△
210,838

　（注）１．地域は、国毎に区分しております。

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用の金額は、81,130千円であり、その主なものは、親会社

の管理部門に係る費用であります。

３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、海外の特定得意先に対する売上

について当中間連結会計期間より船積基準から着荷基準に変更しております。この変更は、従来、得意先との取引慣

行により船積みをもって売上計上していたものをより客観性、確実性の高い着荷基準に変更したものであります。

この変更により、従来と同一の基準によった場合と比較し、日本の売上高が114,601千円減少し、営業損失が51,930

千円増加しております。また、ドイツの売上高が117,675千円減少し、営業利益が3,073千円減少しております。なお、

米国に与える影響はありません。

４．「追加情報」に記載のとおり、法人税法の改正（（所得税法等の一部を改正する法律　平成19年３月30日　法律第

６号）及び（法人税法施行令の一部を改正する政令　平成19年３月30日　政令第83号））に伴い、平成19年４月１

日以降に取得した固定資産については、前連結会計年度の下期において改正後の法人税法に基づく方法に変更し

ております。この変更により、従来と同一の基準によった場合と比較し、日本の営業損失は12,543千円増加しており

ます。なお、ドイツ及び米国に与える影響はありません。

 

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 
日本

（千円）

米国

（千円）

ドイツ

（千円）

計

（千円）

消去又は

全社

（千円）

連結

（千円）

売上高       

(1)外部顧客に対する売
上高

898,558 233,022 2,566,595 3,698,177 － 3,698,177

(2)セグメント間の内部
売上高
又は振替高

2,098,148 18 8,397 2,106,564 (2,106,564) －

計 2,996,707 233,041 2,574,993 5,804,742 (2,106,564) 3,698,177

営業費用 2,894,636 371,103 2,433,833 5,699,573 (1,943,420) 3,756,153

営業利益又は営業損失
(△)

102,070
△

138,062
141,159 105,168 (163,144) △57,975

　（注）１．地域は、国毎に区分しております。

２．営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能費用の金額は、162,059千円であり、その主なものは、親会社

の管理部門に係る費用であります。
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【海外売上高】

前中間連結会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

 ドイツ スイス その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 819,575 332,138 142,211 1,293,926

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 1,694,556

Ⅲ　海外売上高の連結売
上高に
占める割合（％）

48.4 19.6 8.4 76.4

　（注）１．地域は、国毎に区分しております。

２．その他の区分に含まれる国は、英国、ノルウェー、スペイン、米国、スウェーデン、韓国、イタリア、カナダ、ギリシャ、

トルコ、フランス、アイルランドであります。

 

当中間連結会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 ドイツ スイス その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 551,456 284,151 214,694 1,050,302

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 1,478,398

Ⅲ　海外売上高の連結売
上高に
占める割合（％）

37.3 19.2 14.5 71.0

　（注）１．地域は、国毎に区分しております。

２．その他の区分に含まれる国は、米国、スウェーデン、ノルウェー等であります。

３．「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、海外の特定得意先に対する売上

について当中間連結会計期間より船積基準から着荷基準に変更しております。この変更は、従来、得意先との取引慣

行により船積みをもって売上計上していたものをより客観性、確実性の高い着荷基準に変更したものであります。

この変更により、従来と同一の基準によった場合と比較し、ドイツの売上高が117,675千円減少しております。

 

前連結会計年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 ドイツ スイス その他 計

Ⅰ　海外売上高（千円） 2,035,528 465,903 340,693 2,842,125

Ⅱ　連結売上高（千円） － － － 3,698,177

Ⅲ　海外売上高の連結売
上高に
占める割合（％）

55.0 12.6 9.2 76.9

　（注）１．地域は、国毎に区分しております。

２．その他の区分に含まれる国は、米国、英国、ノルウェー、スペイン、フランス、スウェーデン、カナダ等であります。
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（１株当たり情報）

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日

至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日

至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日）
　

１株当たり純資
産額

65,356.30
円

１株当たり中間
純損失

3,848.11円

　

　

１株当たり純資
産額

56,900.46
円

１株当たり中間
純損失

9,316.57円

　

　

１株当たり純資
産額

66,629.42
円

１株当たり当期
純損失

3,357.11円

　
　潜在株式調整後１株当た
り中間純利益については、
新株引受権残高及びストッ
クオプションの新株発行予
定残数がありますが、中間
純損失が発生しているため
記載しておりません。

　潜在株式調整後１株当た
り中間純利益については、
潜在株式は存在するものの
１株当たり中間純損失が発
生しているため記載してお
りません。

　潜在株式調整後１株当た
り当期純利益については、
新株予約権等の残高があり
ますが、当期純損失が発生
しているため記載しており
ません。

　（注）　１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前中間連結会計期
間

（自　平成18年７
月１日

至　平成18年12月
31日）

当中間連結会計期
間

（自　平成19年７
月１日

至　平成19年12月
31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７
月１日

至　平成19年６月
30日）

中間（当期）純損失（千
円）

164,772 399,122 143,767

普通株主に帰属しない金
額（千円）

－ － －

普通株式に係る中間（当
期）純損失
（千円）

164,772 399,122 143,767

期中平均株式数（株） 42,819 42,840 42,825
希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜
在株式の概要

新株予約権4種類
(1,833個)

新株予約権４種類
(1,685個)

新株予約権４種類
(1,797個)

 

（重要な後発事象）

前中間連結会計期間

（自　平成18年７月１日

至　平成18年12月31日）

当中間連結会計期間

（自　平成19年７月１日

至　平成19年12月31日）

前連結会計年度

（自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日）
────
 

──── ────

 

（２）【その他】

　該当事項はありません。
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２【中間財務諸表等】

（１）【中間財務諸表】

①【中間貸借対照表】

  
前中間会計期間末

(平成18年12月31日)

当中間会計期間末

(平成19年12月31日)

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成19年６月30日)

区分

注
記

番
号

金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（資産の部）           

Ⅰ　流動資産           

１．現金及
び預金

  1,577,741   1,678,616   1,951,678  

２．受取手
形

  7,558   1,916   5,418  

３．売掛金   610,037   594,991   708,327  

４．たな卸
資産

  767,267   558,015   648,109  

５．その他
※
３

 71,122   51,593   133,519  

貸倒引当
金

  △677   △595   △772  

流動資産
合計

  3,033,050 69.4  2,884,537 69.1  3,446,281 71.2

Ⅱ　固定資産           

１．有形固
定資産

※
１

         

(1）建物
※
２

239,069   215,164   220,530   

(2）機械及
び装置

 34,620   4,828   19,676   

(3）車両運
搬具

 758   703   886   

(4）工具器
具及び
備品

 227,545   213,081   304,115   

(5）土地
※
２

272,530   272,530   272,530   

(6）建設仮
勘定

 
－

 
  1,998   －   

有形固定
資産合計

  774,525 17.7  708,307 16.9  817,739 16.9

２．無形固
定資産

  19,853 0.5  14,902 0.4  17,769 0.4

３．投資そ
の他の資産

          

(1）関係会
社株式

 354,838   159,971   354,838   

EDINET提出書類

プレシジョン・システム・サイエンス株式会社(E02338)

半期報告書

65/98



(2）その他
の関係
会社有
価証券

 37,503   69,315   30,377   

(3）関係会
社出資
金

 107,520   107,520   107,520   

(4) 関係会
社長期
貸付金

 －   200,000   －   

(5）その他  42,877   32,326   66,066   

投資その
他の資産
計

  542,739 12.4  569,133 13.6  558,802 11.5

固定資産
合計

  1,337,118 30.6  1,292,343 30.9  1,394,311 28.8

資産合計   4,370,169 100.0  4,176,881 100.0  4,840,592 100.0
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前中間会計期間末

(平成18年12月31日)

当中間会計期間末

(平成19年12月31日)

前事業年度の

要約貸借対照表

(平成19年６月30日)

区分

注
記

番
号

金額（千円）
構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）
金額（千円）

構成比

（％）

（負債の
部）

          

Ⅰ　流動
負債

          

１．買
掛金

  262,440   216,727   241,927  

２．短
期借
入金

  －   200,000   200,000  

３．一
年内
返済
予定
の長
期借
入金

※
２

 254,382   342,967   338,232  

４．賞
与引
当金

  5,293   5,758   5,725  

５．製
品保
証引
当金

  －   －   6,400  

６．そ
の他

  129,036   197,647   188,394  

流動負
債合計

  651,152 14.9  963,100 23.1  980,679 20.3

Ⅱ　固定
負債

          

１．社
債

※
２

 550,000   550,000   550,000  

２．長
期借入
金

※
２

 531,867   540,400   611,191  

３．繰
延税金
負債

  4,349   723   2,392  

４．そ
の他

  117   －   －  

固定負
債合計

  1,086,333 24.9  1,091,123 26.1  1,163,583 24.0

負債合
計

  1,737,486 39.8  2,054,224 49.2  2,144,262 44.3

（純資産
の部）

          

Ⅰ　株主
資本
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１．資
本金

  2,041,528 46.7  2,041,778 48.9  2,041,778 42.2

２．資
本剰余
金

          

(1）資
本準備
金

 2,508,099   2,508,354   2,508,354   

資本
剰余
金合
計

  2,508,099 57.4  2,508,354 60.0  2,508,354 51.8

３．利
益剰余
金

          

(1）そ
の
他
利
益
剰
余
金

          

繰
越
利
益
剰
余
金

 
△

1,923,292   
△

2,435,206   
△

1,870,158   

利益
剰余
金合
計

  
△

1,923,292
△

44.0  
△

2,435,206
△

58.3  
△

1,870,158
△

38.6

株主資
本合計

  2,626,335 60.1  2,114,925 50.6  2,679,973 55.4

Ⅱ　評価
・換算差
額等

          

１．そ
の他
有価
証券
評価
差額
金

  6,416 0.1  7,724 0.2  16,197 0.3

２．繰
延
ヘッ
ジ損
益

  △117 △0.0  6 0.0  114 0.0

評価・
換算差
額等
合計

  6,298 0.1  7,730 0.2  16,312 0.3

Ⅲ　新株
予約権

  49 0.0  － －  44 0.0
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純資産
合計

  2,632,683 60.2  2,122,656 50.8  2,696,330 55.7

負債純
資産合
計

  4,370,169 100.0  4,176,881 100.0  4,840,592 100.0
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②【中間損益計算書】

  

前中間会計期間

（自　平成18年７月１
日

至　平成18年12月31
日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１
日

至　平成19年12月31
日）

前事業年度の要約損益計
算書

（自　平成18年７月１
日

至　平成19年６月30
日）

区分

注
記

番
号

金額（千円）
百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）
金額（千円）

百分比

（％）

Ⅰ　売上高   1,343,486 100.0  1,088,851 100.0  2,964,446 100.0

Ⅱ　売上原価   829,515 61.7  668,264 61.4  1,781,026 60.1

売上総利益   513,970 38.3  420,586 38.6  1,183,420 39.9
Ⅲ　販売費及び
　　一般管理費

  660,778 49.2  617,072 56.6  1,252,205 42.2

営業損失   146,807
△

10.9
 196,485

△
18.0

 68,785 △2.3

Ⅳ　営業外収益
※
１

 14,714 1.1  7,147 0.6  33,916 1.1

Ⅴ　営業外費用
※
２

 22,674 1.7  73,757 6.8  56,995 1.9

経常損失   154,767
△

11.5
 263,095

△
24.2

 91,864 △3.1

Ⅵ　特別利益
※
３

 1,852 0.1  4,313 0.4  1,757 0.0

Ⅶ　特別損失

※
４

※
５

※
６

 200,005 14.9  304,759 28.0  208,335 7.0

税引前中間
（当期）純
損失

  352,920
△

26.3
 563,542

△
51.8

 298,442
△

10.1

法人税、住
民税及び
事業税

  1,168 0.1  1,505 0.1  2,514 0.1

中間（当
期）純損失

  354,089
△

26.4
 565,048

△
51.9

 300,956
△

10.2
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③【中間株主資本等変動計算書】

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰
余金

繰越利益剰余
金

平成18年６月30日　残高
（千円）

2,041,278 2,507,844 △1,569,202 2,979,920

中間会計期間中の変動
額

    

新株の発行（新株予約
権の行使）

250 255  505

中間純損失   △354,089 △354,089
株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額）

    

中間会計期間中の変動
額合計
（千円）

250 255 △354,089 △353,584

平成18年12月31日　残高
（千円）

2,041,528 2,508,099 △1,923,292 2,626,335

     
 

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日　残高
（千円）

3,289 △18 3,271 54 2,983,245

中間会計期間中の変動
額

     

新株の発行（新株予約
権の行使）
 

    505

中間純損失     △354,089
株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額）

3,126 △99 3,027 △5 3,022

中間会計期間中の変動
額合計
（千円）

3,126 △99 3,027 △5 △350,562

平成18年12月31日　残高
（千円）

6,416 △117 6,298 49 2,632,683
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当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰
余金

繰越利益剰余
金

平成19年６月30日　残高
（千円）

2,041,778 2,508,354 △1,870,158 2,679,973

中間会計期間中の変動
額

    

中間純損失   △565,048 △565,048
株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額）

    

中間会計期間中の変動
額合計
（千円）

－ － △565,048 △565,048

平成19年12月31日　残高
（千円）

2,041,778 2,508,354 △2,435,206 2,114,925

     
 

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成19年６月30日　残高
（千円）

16,197 114 16,312 44 2,696,330

中間会計期間中の変動
額

     

中間純損失     △565,048
株主資本以外の項目の
中間会計期間中の変動
額（純額）

△8,473 △108 △8,581 △44 △8,625

中間会計期間中の変動
額合計
（千円）

△8,473 △108 △8,581 △44 △573,673

平成19年12月31日　残高
（千円）

7,724 6 7,730 - 2,122,656
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前事業年度の株主資本等変動計算書（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

 

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金

その他利益剰
余金

繰越利益剰余
金

平成18年６月30日　残高
（千円）

2,041,278 2,507,844 △1,569,202 2,979,920

事業年度中の変動額     

新株の発行（新株予約
権の行使）

500 510  1,010

当期純損失   △300,956 △300,956
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

    

事業年度中の変動額合
計
（千円）

500 510 △300,956 △299,946

平成19年６月30日　残高
（千円）

2,041,778 2,508,354 △1,870,158 2,679,973

     
 

 

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計その他有
価証券評
価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・換算
差額等合計

平成18年６月30日　残高
（千円）

3,289 △18 3,271 54 2,983,245

事業年度中の変動額      

新株の発行（新株予約
権の行使）

    1,010

当期純損失     △300,956
株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額
（純額）

12,907 133 13,041 △10 13,031

事業年度中の変動額合
計
（千円）

12,907 133 13,041 △10 △286,915

平成19年６月30日　残高
（千円）

16,197 114 16,312 44 2,696,330
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目

前中間会計期間

（自　平成18年７月
１日

至　平成18年12月31
日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月
１日

至　平成19年12月31
日）

前事業年度

（自　平成18年７月１
日

至　平成19年６月30
日）

１．資産の評価基
準及び評価方
法

(1）有価証券
子会社株式及び関

連会社株式

(1）有価証券
子会社株式及び関
連会社株式

(1）有価証券
子会社株式及び関
連会社株式

 移動平均法によ
る原価法
なお、投資事業組
合等（証券取引法
第２条第２項によ
り有価証券とみな
されるもの）につ
いては、組合契約
に規定される決算
報告日に応じて入
手可能な最近の決
算書を基礎とし、
持分相当額を純額
で取り込む方法に
よっております。

移動平均法によ
る原価法
なお、投資事業組
合等（金融商品取
引法第２条第２項
により有価証券と
みなされるもの）
については、組合
契約に規定される
決算報告日に応じ
て入手可能な最近
の決算書を基礎と
し、持分相当額を
純額で取り込む方
法によっておりま
す。

移動平均法によ
る原価法
なお、投資事業組
合等（証券取引法
第２条第２項によ
り有価証券とみな
されるもの）につ
いては、組合契約
に規定される決算
報告日に応じて入
手可能な最近の決
算書を基礎とし、
持分相当額を純額
で取り込む方法に
よっております。

 その他有価証券 その他有価証券 その他有価証券
 時価のあるもの 時価のあるもの 時価のあるもの
 中間決算日の

市場価格等に基
づく時価法（評
価差額は全部純
資産直入法によ
り処理し、売却原
価は移動平均法
により算定）を
採用しておりま
す。

同　　左 決算日の市場価
格等に基づく時
価法（評価差額
は全部純資産直
入法により処理
し、売却原価は移
動平均法により
算定）を採用し
ております。

 (2）デリバティブ (2）デリバティブ (2）デリバティブ
 　　時価法 同　　左 同　　左
 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産 (3）たな卸資産
 総平均法による原

価法
同　　左 同　　左
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２．固定資産の減
価償却の方法

(1）有形固定資産
定率法（ただし、
平成10年４月１日
以降に取得した建
物（附属設備を除
く）については、定
額法を採用してお
ります。）
なお、主な耐用年
数は以下のとおり
であります。
建物　　　　　　 ３～50
年
機械及び装置　 　４
～17年
車両運搬具　　　  ６
～８年
工具器具及び備品 
２～15年
 
 

(1）有形固定資産
イ）平成19年３月31
日以前に取得し
たもの
旧定率法
ただし、平成10年
４月１日以前に取
得した建物(附属
設備を除く)は旧
定額法を採用して
おります。
ロ）平成19年４月１
日以降に取得し
たもの
定率法
ただし、建物(附
属設備を除く)は
定額法を採用して
おります。
なお、主な耐用年
数は以下のとおり
であります。

(1）有形固定資産
同　　左

 　 建物　　　　　　 ３～
50年
　　機械及び装置　 　４
～12年
　　車両運搬具　　　 ４
～６年
　　工具器具及び備品 
２～15年
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項目

前中間会計期間

（自　平成18年７月
１日

至　平成18年12月31
日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１
日

至　平成19年12月31
日）

前事業年度

（自　平成18年７月
１日

至　平成19年６月30
日）

  （追加情報）  

  

１．法人税法の改正
（（所得税法等の
一部を改正する法
律　平成19年３月
30日　法律第６
号）及び（法人税
法施行令の一部を
改正する政令　平
成19年３月30日　
政令第83号））に
伴い、平成19年４
月１日以降に取得
した固定資産につ
いては、前事業年
度の下期において
改正後の法人税法
に基づく方法に変
更しております。
これにより売上総
利益は1,346千円減
少、営業損失、経常
損失及び税引前中
間純損失は、それ
ぞれ12,543千円増
加しております。
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２．当社は、法人税法

改正に伴い、平成

19年３月3１日以

前に取得した有形

固定資産につい

て、改正前の法人

税法に基づく減価

償却の方法の適用

により取得価額の

５％に到達した事

業年度の翌事業年

度より、取得価額

の５％相当額と備

忘価額との差額を

５年間にわたり均

等償却し、減価償

却費に含めて計上

しております。こ

れに伴う損益への

影響は軽微であり

ます。

 

 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産 (2）無形固定資産
 ソフトウェア

（自社利用）につ
いては、社内にお
ける見込利用可能
期間（３～５年）
による定額法を採
用しております。

ソフトウェア（自
社利用）について
は、社内における見
込利用可能期間
（５年）による定
額法を採用してお
ります。

ソフトウェア
（自社利用）につ
いては、社内にお
ける見込利用可能
期間（３～５年）
による定額法を採
用しております。

 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用 (3）長期前払費用
 定額法 同　　左 同　　左
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項目

前中間会計期間

（自　平成18年７月
１日

至　平成18年12月31
日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１
日

至　平成19年12月31
日）

前事業年度

（自　平成18年７月
１日

至　平成19年６月30
日）

３．引当金の計上
基準

(1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金 (1）貸倒引当金

 債権の貸倒れに
よる損失に備える
ため、一般債権に
ついては貸倒実績
率により、貸倒懸
念債権等特定の債
権については個別
に回収可能性を勘
案し回収不能見込
額を計上しており
ます。

同　　左 同　　左

 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金 (2）賞与引当金
 従業員の賞与の支給に備え

るため、支給見込額に基づき計

上しております。

同　　左 同　　左

 (3）　　 ───── (3）　　 ───── (3）製品保証引当金
   製品の無償補修

費用の支出に備え
るために、取引先
との契約に基づく
無償の補修費用を
見積もり算出した
額を計上しており
ます。

４．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、中間決

算日の直物為替相場により円貨に

換算し、換算差額は損益として処

理しております。

同　　左 外貨建金銭債権債務は、期末日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処理

しております。

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっており

ます。

同　　左 同　　左

６．ヘッジ会計の
方法

(1）ヘッジ会計の方
法

(1）ヘッジ会計の方
法

(1）ヘッジ会計の方
法 

 　　繰延ヘッジ処理に
よっております。

同　　左 同　　左

 (2）ヘッジ手段と
ヘッジ対象

(2）ヘッジ手段と
ヘッジ対象

(2）ヘッジ手段と
ヘッジ対象 

 　　ヘッジ手段　金利
スワップ
　　ヘッジ対象　借入
金

ヘッジ手段　金利
スワップ
ヘッジ対象　借入

金利息

ヘッジ手段　同　　
左
ヘッジ対象　同　　

左
 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針 (3）ヘッジ方針
 金利リスクの低減

のため、対象債務の
範囲内でヘッジを
行っております。

同　　左 同　　左
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 (4）ヘッジ有効性評
価の方法

(4）ヘッジ有効性評
価の方法

(4）ヘッジ有効性評
価の方法 

 ヘッジ開始時から
有効性判定時点ま
での期間において、
ヘッジ対象とヘッ
ジ手段の相場変動
の累計を比較し、両
者の変動額等を基
礎にして判断して
おります。

同　　左 同　　左

７．その他中間財
務諸表（財務
諸表）作成の
ための基本と
なる重要な事
項

(1）消費税等の会計
処理
税抜方式によって

おります。

(1）消費税等の会計
処理

同　　左

(1）消費税等の会計
処理

同　　左
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前中間会計期間

（自　平成18年７月１日

至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日

至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日）
（繰延資産の会計処理に関
する当面の取扱い）

───── （繰延資産の会計処理に関
する当面の取扱い）

当中間会計期間から「繰
延資産の処理に関する当面
の取扱い」（企業会計基準
委員会　平成18年８月11日　
実務対応報告第19号）を適
用しております。前中間会計
期間及び前事業年度におい
て営業外費用の内訳とした
「新株発行費」は、当中間会
計期間より、「株式交付費」
として処理する方法に変更
しております。
なお、これによる損益に与
える影響はありません。

 当事業年度から「繰延資産
の処理に関する当面の取扱
い」（企業会計基準委員会　
平成18年８月11日　実務対応
報告第19号）を適用してお
ります。前事業年度において
営業外費用として表示して
いた「新株発行費」は、当事
業年度より、「株式交付費」
として表示する方法に変更
しております。
なお、これによる損益に与
える影響はありません。

───── ───── （固定資産の減価償却方法
の変更)

  法人税法の改正((取得税法
等の一部を改正する法律　平
成19年３月30日　法律第６号
)及び(法人税法施行令の一部
を改正する政令　平成19年３
月30日政令第83号)）に伴
い、平成19年４月1日以降に
取得したものについては、改
正後の法人税法に基づく方
法に変更しております。
これに伴う損益への影響は
軽微であります。

───── （売上計上基準の変更） ─────

 海外の特定得意先への日本からの出荷に対

する売上については、船積基準を採用してお

りましたが、当中間会計期間より着荷基準に

変更いたしました。

従来は、海外の特定得意先との取引慣行に

より、船積みをもって売上計上していたもの

ですが、所有権移転の時期につき、より客観

性、確実性の高い方法へ変更を行うものであ

ります。

この変更に伴い、従来と同一の基準によっ

た場合と比較し、売上高が114,601千円減少、

売上総利益が51,930千円減少、営業損失、経常

損失及び税引前中間純損失がそれぞれ51,930

千円増加しております。
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注記事項

（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末

(平成18年12月31日)

当中間会計期間末

(平成19年12月31日)

前事業年度末

(平成19年６月30日)
※１　有形固定資産の減価償
却累計額

※１　有形固定資産の減価償
却累計額

※１　有形固定資産の減価償
却累計額

555,680千円 642,366千円 621,204千円
※２　担保資産及び担保付債
務

※２　担保資産及び担保付債
務

※２　担保資産及び担保付債
務

　　　担保に供している資産は
次のとおりであります。

　　　担保に供している資産は
次のとおりであります。

　担保に供している資産
は次のとおりでありま
す。

　
建物 215,781千

円
土地 272,530

計 488,311
　

　
建物 214,159千

円
土地 272,530

計 486,689
　

　
建物 219,418千

円
土地 272,530

計 491,948
　

　　　担保付債務は次のとおり
であります。

　　　担保付債務は次のとおり
であります。

　　　担保付債務は次のとおり
であります。

　

一年内返済予
定の

長期借入金

111,650千
円

社債 350,000
長期借入金 169,425

計 631,075
　

　

一年内返済予
定の

長期借入金

79,335千
円

社債 350,000
長期借入金 99,090

計 528,425
　

　

一年内返済予
定の

長期借入金

104,030千
円

社債 350,000
長期借入金 125,435

計 579,465
　

※３　消費税等の取扱い ※３　消費税等の取扱い ※３　消費税等の取扱い
　　　仮払消費税等及び仮受消
費税等は、相殺のうえ、金
額的重要性が乏しいた
め、流動資産の「その
他」に含めて表示してお
ります。

同　　左 同　　左
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（中間損益計算書関係）

前中間会計期間

（自　平成18年７月１日

至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日

至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日）
※１　営業外収益のうち主要
なもの

※１　営業外収益のうち主要
なもの

※１　営業外収益のうち主要
なもの

 
受取利
息

157千円

為替差
益

12,052

　

 
受取利息 2,131千円
  

　

 
受取利
息

1,568千円

為替差
益

23,605

　
※２　営業外費用のうち主要
なもの

※２　営業外費用のうち主要
なもの

※２　営業外費用のうち主要
なもの

 
支払利息 7,760千円
社債利息 3,601
社債発行
費

3,319

　

 
支払利息 7,551千円
社債利息 4,178
製品評価
損

47,220

　

 
支払利息 16,644千円
社債利息 7,747
社債発行
費

3,319

　
※３　特別利益のうち主要な
もの

※３　特別利益のうち主要な
もの

※３　特別利益のうち主要な
もの

 
機械及び装置
売却益

1,673千
円

　

 

投資有価証券
売却益

4,136千
円

  

　

 

機械及び装置
売却益

1,673
千円

※４　特別損失のうち主要な
もの

※４　特別損失のうち主要な
もの

※４　特別損失のうち主要な
もの

 
車両運搬具
売却損 30千円

関係会社株
式評価損 199,974

　

 
機械及び装
置除却損

5,826千円

工具器具及
び備品除却
損

5,185

関係会社株
式評価損

194,866

減損損失 73,045

製品評価損 25,835
　

 
車両運搬具
売却損 30千円

工具器具及
び備品除却
損

140

減損損失 1,789
関係会社株
式評価損 199,974

　

※５　　　　　――――― ※５　製品評価損 ※５　　　　　―――――
 在庫が長期化している

自社ブランド製品の一部
について、販売見込みが
未確定なため、備忘価額
まで減額し、当該減少額
を製品評価損（25,835千
円）として特別損失に計
上しました。

 

※６　　　　　――――― ※６　減損損失
当中間会計期間におい
て、当社は以下の資産グ
ループについて減損損失
を計上しました。

※６　減損損失
当事業年度において、当
社は以下の資産グループ
について減損損失を計上
しました。
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用
途

種類 場所

遊
休
資
産

機械及び
装置
工具器具
及び備品

 

千葉県松
戸市上本
郷

　

 
用
途

種類 場所

遊
休
資
産

機械及び
装置
電話加入
権

千葉県松
戸市上本
郷

　

 　当社は、事業用資産につ
いては、事業の種類別セ
グメントに基づき、資産
のグルーピングを行なっ
ております。
　遊休状態である機械及
び装置、工具器具及び備
品は、将来の使用見込み
が未確定なため、帳簿価
額を備忘価額まで減額
し、当該減少額を減損損
失（73,045千円）として
特別損失に計上しまし
た。その内訳は、機械及び
装置6,155千円、工具器具
及び備品66,890千円であ
ります。
なお、回収可能価額は、
遊休状態であり将来の売
却可能性も低いため備忘
価額をもって評価してお
ります。

 

　当社は、事業用資産につ
いては、事業の種類別セグ
メントに基づき、資産のグ
ルーピングを行なってお
ります。
　遊休状態である機械及び
装置、電話加入権は、帳簿
価額に対し、市場価格が著
しく下落しており、今後の
使用見込みが未確定なた
め、回収可能価額まで減額
し、当該減少額を減損損失
（1,789千円）として特別
損失に計上しました。その
内訳は、機械及び装置1,646
千円、電話加入権143千円
であります。
なお、回収可能価額は、正
味売却価額により測定し
ており、電話加入権につい
ては市場価格に基づき算
出しております。
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前中間会計期間

（自　平成18年７月１日

至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日

至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日）
7　減価償却実施額 7　減価償却実施額 7　減価償却実施額
 

有形固
定資産

66,208千円

無形固
定資産

4,081

　

 
有形固定
資産

92,825千円

無形固定
資産

3,799

　

 
有形固定
資産

159,684千円

無形固定
資産

8,290

　
 

（中間株主資本等変動計算書関係）

前中間会計期間（自　平成18年７月１日　至　平成18年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　　該当事項はありません。

 

当中間会計期間（自　平成19年７月１日　至　平成19年12月31日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　　該当事項はありません。

 

前事業年度（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）

自己株式の種類及び株式数に関する事項

　　　該当事項はありません。
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（リース取引関係）

前中間会計期間

（自　平成18年７月１日

至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日

至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日）
１．リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

１．リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

１．リース物件の所有権が
借主に移転すると認めら
れるもの以外のファイナ
ンス・リース取引

(1）リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計額
相当額、減損損失累計額
相当額及び中間期末残高
相当額

(1）リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計額
相当額、減損損失累計額
相当額及び中間期末残高
相当額

(1）リース物件の取得価額
相当額、減価償却累計額
相当額、減損損失相当額
及び期末残高相当額

 

 

取得
価額
相当
額
(千円
)

減
価
償
却
累
計
額
相
当
額
(千
円)

中
間
期
末
残
高
相
当
額
(千
円)

車両運
搬具

6,180 2,826 3,354

工具器
具及び
備品

3,988 2,991 997

合計 10,168 5,817 4,351
　

 

 

取得
価額
相当
額
(千円
)

減
価
償
却
累
計
額
相
当
額
(千
円)

中
間
期
末
残
高
相
当
額
(千
円)

車両運
搬具

6,180 4,470 1,710

工具器
具及び
備品

3,988 3,789 199

合計 10,168 8,259 1,909
　

 

 

取得
価額
相当
額
(千円
)

減
価
償
却
累
計
額
相
当
額
(千
円)

期
末
残
高
相
当
額
(千
円)

車両運
搬具

6,180 3,648 2,532

工具器
具及び
備品

3,988 3,390 598

合計 10,168 7,038 3,130
　

（注）　取得価額相当額は、
未経過リース料中間期
末残高が有形固定資産
の中間期末残高等に占
める割合が低いため、
支払利子込み法により
算定しております。

（注）
同　　　左

（注）　取得価額相当額は、
未経過リース料期末残
高が有形固定資産の期
末残高等に占める割合
が低いため、支払利子
込み法により算定して
おります。

(2）未経過リース料中間期
末残高相当額等
未経過リース料中間期末
残高相当額

(2）未経過リース料中間期
末残高相当額等
未経過リース料中間期末
残高相当額

(2）未経過リース料期末残
高相当額等
未経過リース料期末残高

相当額
 
１年内 2,441千円
１年超 1,909
合計 4,351

　

 
１年内 1,739千円
１年超 170
合計 1,909

　

 
１年内 2,242千円
１年超 888
合計 3,130
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（注）　未経過リース料中間
期末残高相当額は、未
経過リース料中間期末
残高が有形固定資産の
中間期末残高等に占め
る割合が低いため、支
払利子込み法により算
定しております。

（注）
同　　　左

（注）　未経過リース料期末
残高相当額は、未経過
リース料期末残高が有
形固定資産の期末残高
等に占める割合が低い
ため、支払利子込み法
により算定しておりま
す。

(3）支払リース料、リース資
産減損勘定の取崩額、減
価償却費相当額及び減損
損失

(3）支払リース料、リース資
産減損勘定の取崩額、減
価償却費相当額及び減損
損失

(3）支払リース料、リース資
産減損勘定の取崩額、減
価償却費相当額及び減損
損失

 
支払リース料 1,220千円
減価償却費相
当額

1,220

　

 
支払リース料 1,220千円
減価償却費相
当額

1,220

　

 
支払リース料 2,661千円
減価償却費相
当額

2,661

　
(4）減価償却費相当額の算
定方法

(4）減価償却費相当額の算
定方法

(4）減価償却費相当額の算
定方法

　リース期間を耐用年数と
し、残存価額を零とする定
額法によっております。

同　　　左 同　　　左

（減損損失について） （減損損失について） （減損損失について）
　リース資産に配分された
減損損失はありません。

同　　　左 同　　　左
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（有価証券関係）

前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありませ

ん。

 

（１株当たり情報）

前中間会計期間

（自　平成18年７月１日

至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日

至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日）
 
１株当たり純資
産額

61,481.41円

１株当たり中間
純損失

8,269.45円

　

 
１株当たり純資
産額

49,548.47円

１株当たり中間
純損失

13,189.73円

　

 
１株当たり純資
産額

62,938.52円

１株当たり当期
純損失

7,027.66円

　
　潜在株式調整後１株当たり
中間純利益については、新株
引受権残高及びストックオ
プションの新株発行予定残
数がありますが、中間純損失
が発生しているため記載し
ておりません。

　潜在株式調整後１株当たり中間純利益につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当た

り中間純損失が発生しているため記載してお

りません。

　潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい

ては、新株予約権等の残高がありますが、当期

純損失が発生しているため記載しておりませ

ん。

　（注）　１株当たり中間（当期）純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

前中間会計期間

（自　平成18年７
月１日

至　平成18年12月
31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７
月１日

至　平成19年12月
31日）

前事業年度

（自　平成18年７
月１日

至　平成19年６月
30日）

中間（当期）純損失（千
円）

354,089 565,048 300,956

普通株主に帰属しない金
額（千円）

－ － －

普通株式に係る中間（当
期）純損失
（千円）

354,089 565,048 300,956

期中平均株式数（株） 42,819 42,840 42,825
希薄化効果を有しないた
め、潜在株式調整後１株当
たり中間（当期）純利益
の算定に含めなかった潜
在株式の概要

新株予約権 4種類
(1,833個)

新株予約権４種類
(1,685個)

新株予約権４種類
(1,797個)

 

（重要な後発事象）

前中間会計期間

（自　平成18年７月１日

至　平成18年12月31日）

当中間会計期間

（自　平成19年７月１日

至　平成19年12月31日）

前事業年度

（自　平成18年７月１日

至　平成19年６月30日）
────── ──────

 

──────
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（２）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
 

　当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類

事業年度（第22期）（自　平成18年７月１日　至　平成19年６月30日）平成19年９月25日関東財務局長に提出

 

(2) 半期報告書の訂正報告書

平成20年２月19日関東財務局長に提出。

平成19年３月28日提出の半期報告書に係る訂正報告書であります。

 

(3) 有価証券報告書の訂正報告書

平成20年２月19日関東財務局長に提出

平成19年９月25日提出の有価証券報告書に係る訂正報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 

　該当事項はありません。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 

 平成19年３月28日

プレシジョン・システム・サイエンス株式会社  

 取締役会　御中  

 

 新日本監査法人  

 

 

指定社
員

業務執行
社員

 公認会計士 田代　清和　　印

 

 

指定社
員

業務執行
社員

 公認会計士 岡本　和巳　　印

 

 

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられているプレシジョン・システム・サイエンス株式会社の平成18年７月１
日から平成19年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成18年７月１日か
ら平成18年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中
間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計
算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監
査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査
の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情
報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理
的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必
要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果とし
て中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、プレシジョン・システム・サイエンス株式
会社及び連結子会社の平成18年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中
間連結会計期間（平成18年７月１日から平成18年12月31日まで）の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

 

以　上

　※　上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を
電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管してお
ります。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 

 平成20年３月26日

プレシジョン・システム・サイエンス株式会社  

 取締役会　御中  

 

 新日本監査法人  

 

 

指定社
員

業務執行
社員

 公認会計士 田代　清和　　印

 

 

指定社
員

業務執行
社員

 公認会計士 岡本　和巳　　印

 

 

指定社
員

業務執行
社員

 公認会計士 上林　敏子　　印
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　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「経理の状況」に掲げられているプレシジョン・システム・サイエンス株式会社の平成
19年７月１日から平成20年６月30日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年
７月１日から平成19年12月31日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借
対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・
フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者に
あり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明するこ
とにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査
の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情
報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理
的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必
要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果とし
て中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ
る中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、プレシジョン・システム・サイエンス株式
会社及び連結子会社の平成19年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中
間連結会計期間（平成19年７月１日から平成19年12月31日まで）の経営成績及びキャッ
シュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。

追記情報

　中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、海外の
特定得意先への日本からの出荷に対する売上については、従来、船積基準を採用してい
たが、当中間連結会計期間より着荷基準を採用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

 

以　上
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 

 平成19年３月28日

プレシジョン・システム・サイエンス株式会社  

 取締役会　御中  

 

 新日本監査法人  

 

 

指定社
員

業務執行
社員

 公認会計士 田代　清和　　印

 

 

指定社
員

業務執行
社員

 公認会計士 岡本　和巳　　印

 

 

　当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状
況」に掲げられているプレシジョン・システム・サイエンス株式会社の平成18年７月１
日から平成19年６月30日までの第22期事業年度の中間会計期間（平成18年７月１日から
平成18年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算
書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成
責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を
表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査
の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示
に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証
を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じ
て追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財
務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中
間財務諸表の作成基準に準拠して、プレシジョン・システム・サイエンス株式会社の平
成18年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成18年７月
１日から平成18年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと
認める。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

 

以　上

　※　上記は、当社（半期報告書提出会社）が、中間監査報告書の原本に記載された事項を
電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管してお
ります。
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 独立監査人の中間監査報告書  

 

 

 平成20年３月26日

プレシジョン・システム・サイエンス株式会社  

 取締役会　御中  

 

 新日本監査法人  

 

 

指定社
員

業務執行
社員

 公認会計士 田代　清和　　印

 

 

指定社
員

業務執行
社員

 公認会計士 岡本　和巳　　印

 

 

指定社
員

業務執行
社員

 公認会計士 上林　敏子　　印
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　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、
「経理の状況」に掲げられているプレシジョン・システム・サイエンス株式会社の平成
19年７月１日から平成20年６月30日までの第23期事業年度の中間会計期間（平成19年７
月１日から平成19年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中
間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務
諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対
する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査
の基準は、当監査法人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示
に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証
を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じ
て追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財
務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中
間財務諸表の作成基準に準拠して、プレシジョン・システム・サイエンス株式会社の平
成19年12月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成19年７月
１日から平成19年12月31日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと
認める。

追記情報

　中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、海外の特定
得意先への日本からの出荷に対する売上については、従来、船積基準を採用していた
が、当中間会計期間より着荷基準を採用している。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき
利害関係はない。

 

以　上
 

EDINET提出書類

プレシジョン・システム・サイエンス株式会社(E02338)

半期報告書

98/98


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容
	３関係会社の状況
	４従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２生産、受注及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４経営上の重要な契約等
	５研究開発活動

	第３設備の状況
	１主要な設備の状況
	２設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	（３）ライツプランの内容
	（４）発行済株式総数、資本金等の状況
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２株価の推移
	当該中間会計期間における月別最高・最低株価

	３役員の状況

	第５経理の状況
	１中間連結財務諸表等
	（１）中間連結財務諸表
	①中間連結貸借対照表
	②中間連結損益計算書
	③中間連結株主資本等変動計算書
	④中間連結キャッシュ・フロー計算書
	事業の種類別セグメント情報
	所在地別セグメント情報
	海外売上高


	（２）その他

	２中間財務諸表等
	（１）中間財務諸表
	①中間貸借対照表
	②中間損益計算書
	③中間株主資本等変動計算書

	（２）その他


	第６提出会社の参考情報

	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

